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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ボリビア多民族国 案件名：氷河減少に対する水資源管理適応策モデルの

開発 

分野：水資源・防災-総合的水資源管理 援助形態：技術協力プロジェクト－科学技術 

所轄部署：地球環境部水資源・防災グル

ープ 

協力金額（評価時点）：2.70 億円（評価調査実施時） 

協力期間 

(R/D): 2010/1/19 先方関係機関：サン・アンドレス大学(UMSA)、環境・

水資源省(MMAyA) 

2010 年 4 月～2015 年 3 月 

（5 年間） 

日本側協力機関：東北大学、東京工業大学、福島大学、

日本大学 

 他の関連協力： 

フランス開発調査庁(IRD)「アンデス氷河・気候変動

観測支援」(GLACIOCLIM) 

世界銀行(WB)「熱帯アンデスの氷河後退の影響に関

する適応プロジェクト」(PRAA) 

１-１ 協力の背景と概要 

熱帯アンデスに属するボリビア国の年間降水量は年間 500 ミリ程度であり、水資源の大部分

を氷河の融解水に依存している。しかしながら，気候変動に伴い今後 30～40 年で熱帯アンデス

氷河は消失すると予測され、水資源枯渇の危機に直面している。水質面では、氷河の消滅に伴

い河川流量が減少し、河川や貯水池の汚濁負荷濃度増加に繋がると予測されている。また、気

候変動に伴い大雨の頻度が高くなることも予測され、豪雨による土砂の流出が、貯水池の貯水

能力を減少させ、水資源の逼迫に拍車をかけることも予想されている。 

このような状況において、ボリビア国では気候変動に伴う水問題の対策を迫られているが、

包括的に水問題を扱える専門家が不足し、かつ、水文・水質観測網の整備やデータマネジメン

ト、水資源評価モデルも不十分な状況にある。 

このような背景から、氷河の消失を考慮した水資源賦存量の分析と具体的な対策を検討する

ための水資源管理モデルの構築が急務となっている中、本件は地球規模課題対応国際科学技術協

力(Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）案件として採

択され、2010 年 1 月 19 日に R/D が署名され、2010 年 4 月から開始された。 

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

気候変動に適応した水資源政策の立案に、本研究で得られたモデル、科学知見、研究成果

が活用される。 

 

（２）プロジェクト目標 

ボリビア国ラパス市・エルアルト市における気候変動に適応した水資源政策策定を支援す

るシステム※が開発され、右システムをもとに情報や知見が施政者に提供され、適応策が検討
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される。 

※システム：水資源に関する、データの収集・解析、各種モデルの運用、シミュレーション

の実施、シミュレーションに基づいた情報や知見の共有、及びそれらを更新しつつ運用す

る体制） 

備考：本プロジェクトで得られる研究成果・科学的知見は、Tuni-Condoriri 及び Huayna Potosi

西流域を対象とした気候変動の水資源への影響評価に基づくものである。 

 

（３）成果 

成果 1： Tuni-Condoriri氷河及びHuayna Potosi西氷河を対象に気候変動下における氷河融解モ

デルが構築される。 

成果 2： Tuni 貯水池流域を対象に気候変動下における流出モデルが構築される。 

成果 3： Tuni-Condoriri 氷河流域と Huayna Potosi 西氷河流域における気候変動に伴う土砂侵

食・移動モデルが構築される。 

成果 4： Tuni 貯水池を対象に気候変動下における水質モデルが構築される。 

成果 5： ラパス市・エルアルト市への水供給を担う Tuni 貯水池流域を対象に気候変動下にお

ける水資源総合評価モデルが構築される。 

成果 6： 成果 1～5 のモデルを活用し、ラパス市・エルアルト市における水資源管理情報や知

見が施政者に提供され、適応策が検討される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 2.70 億円 

長期専門家派遣 1 名 機材供与 4611.7 万円 

短期専門家派遣 11 名 ローカルコスト負担 207 万ボリビアーノ（3,131.2 万円） 

研修員受入 本邦研修 12 名、長期研修員 8 名 

その他 科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）負担による 

日本人学生及び日本滞在中の JICA 長期研修員のボリビア渡航 

相手国側： 

カウンターパート配置 18 名 機材購入 3.7 万ボリビアーノ（55.9 万円） 

土地・施設提供 サン・アンドレアス大学（Major University of San Andrés：UMSA）内 2 室 

  ローカルコスト負担 69 万ボリビアーノ（1,043.7 万円） 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名  職位） 

1. 総括：宮崎 明博 JICA 地球環境部 水資源第二課 課長 

2. 水資源：永田 謙二 JICA 国際協力専門員 

3. 協力企画：山崎 正則 JICA 地球環境部 水資源第二課 

4. 評価分析：田中 誠 (株)アイコンズ 主任コンサルタント 

5. 通訳：大滝 節子 (一財)日本国際協力センター 

6. プロジェクト評価(JST)： 井上 孝太郎 JST 地球規模課題国際協力室 上席フェ
ロー 

7. プロジェクト評価(JST)： 鵜瀬 美里  JST 地球規模課題国際協力室 調査員 

8. 評価：Mario Terán サン・アンドレス大学(UMSA) 材料試験研究所 

 (Institute of Material Testing：IEM)教授、前工学部長 
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9. 評価：Fany Elba Sarzuri Bernal 環境・水資源省(Ministry of the Environment and 

   Water：MMAyA)上水道・基礎衛生次官室 

   (Vice-Ministry of Drinking Water and Basic Sanitation： 

    VAPSB) 

調査期間  2014 年 7 月 26 日〜2014 年 8 月 17 日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１） 成果の達成度 

成果 1：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

指標 1-2「雪氷班の C/P が UMSA の関係者に対して少なくとも 1 回モデルセミナーを実施す

る。」及び指標 1-3「モデルに関する査読付き論文が国際誌に少なくとも 2 編掲載される。」は

既に達成されている。2014 年 6 月に、MMAyA 環境次官室(Vice-Ministry of Environment：VMA)

が MMAyA 技術者〔VMA 及び水資源・灌漑次官室(Vice-Ministry of Water Resources and Irrigation：

VRHR)所属〕に対して「氷河減少に対する水資源管理適応策モデルの開発」プロジェクト

（Glacier Retreat Impact Assessment and National Policy Development：GRANDE）モデルセミナ

ーを開催して、C/P 及び帰国留学生がモデルの講習を実施した。 

指標 1-1「モデルのユーザーガイドが C/P 及びプロジェクト研究者によって作成される。」

は既にほぼ達成されている。モデルのユーザーガイドについては、東北大学と水理学研究所

（サン・アンドレス大学）（Institute of Hydraulics and Hydrology - UMSA：IHH-UMSA）が協働

して、モデルの西語ユーザーガイドを作成中であり、細部の字句修正を残すのみとなってい

る。 

成果 2：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

指標 2-3「モデルに関する査読付き論文が国際誌に少なくとも 2 編掲載される。」は既に達

成されている。指標 2-1「モデルのユーザーガイドが C/P 及びプロジェクト研究者によって作

成される。」、指標 2-2「流出班の C/P が UMSA の関係者に対して少なくとも 1 回モデルセミナ

ーを実施する。」も 2014 年 8 月中に達成される予定である。モデルのユーザーガイドについ

ては、作成済みの英語版を西語訳する作業を進めており、2014 年 8 月中に完成する見込みで

ある。 

成果 3：プロジェクト終了直後に達成される予定である。 

指標 3-1「モデルのユーザーガイドが C/P 及びプロジェクト研究者によって作成される。」、

指標 3-2「土砂班の C/P が UMSA の関係者に対して少なくとも 1 回モデルセミナーを実施す

る。」は 2014 年 8 月中に達成される予定である。モデルのユーザーガイドについては、東北

大学、福島大学と IHH-UMSA が協働して、西語版を作成中でであり、2014 年 8 月に JICA 長

期研修員がボリビアに来て、最終修正を行う予定である。指標 3-3「モデルに関する査読付き

論文が国際誌に少なくとも 2 編掲載される。」もプロジェクト終了直後に達成される予定であ

る。 

成果 4：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

指標 4-1「モデルのユーザーガイドが C/P 及びプロジェクト研究者によって作成される。」

は既にほぼ達成されている。モデルの西語ユーザーガイドが作成済みであり、C/P が、解説書

をトレーニングマテリアルとして編集中であり、完成間近である。指標 4-2「水質班の C/P が



xii 

UMSA の関係者に対して少なくとも 1 回モデルセミナーを実施する。」も既に達成されており、

指標 4-3「モデルに関する査読付き論文が国際誌に少なくとも 2 編掲載される。」についても、

現在、投稿中、準備中の論文が複数あるため、プロジェクト期間中に達成される可能性が高

い。 

成果 5：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

指標 5-1「少なくとも 3 つの大気循環モデル（General Circulation Model：GCM）のアウトプ

ットに基づいて水資源の将来展望が行われる。」は、2014 年中に達成される予定である。 

成果 6：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

指標 6-1「ラパス市・エルアルト市の水資源関連機関からの参加者を集めた会議を少なくと

も年に 3 回実施する。」、指標 6-3「WHO 又はボリビアの水質基準に基づいて少なくとも 10 の

代替水源について水質検査が行われる。」、指標 6-4「気候変動シナリオ下の水資源評価モデル

のアウトプットが ラパス市・エルアルト市の水資源について協議を行う会合にて共有され

る。」、指標 6-5「C/P 又はプロジェクト研究者が公開シンポジウムにて発表を行う。」は既に達

成されている。指標 6-2「水需要モデルのユーザーガイドが C/P 及びプロジェクト研究者によ

って作成される。」、指標 6-6「広報資料及びデータカタログが作成される。」はプロジェクト

期間中に達成される予定である。モデルのユーザーガイドについては、英語版が作成されて

おり、西語版は近日中に完成する見込みである。広報資料については、長期専門家が UMSA

と共に作成中である。データカタログについては、第一稿が作成され、現在、内容確認中で

ある。 

 

（２） プロジェクト目標達成の見込み：プロジェクト期間中に達成される可能性が高い 

指標 1「プロジェクト成果が気候変動シナリオを考慮した水資源管理政策や他のプロジェク

ト又は研究者において言及ないし参照される。」は既に達成されている。指標 2「気候変動シ

ナリオを考慮した水資源影響評価モデルが水関連機関への情報提供ができる体制のある IHH

に導入される。」は、「気候変動シナリオを考慮した水資源影響評価モデルが IHH に導入され

る」の部分は既に達成されており、「水関連機関への情報提供ができる体制のある IHH」の部

分はプロジェクト期間中に達成される予定である。指標 3「上記モデルのアウトプットがウェ

ブサイトに公開される又は電子媒体に記録され関連機関に配布される。」は、プロジェクト期

間中に達成される可能性が高い。「気候変動シナリオを考慮した水資源影響評価モデル」の公

開が、既に技術的に（サーバー準備等）可能になっており、残りの対応事項である各グルー

プの成果統合、アウトプット公開ポリシー等の検討については、プロジェクト期間中に完了

する見込みである。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性：高い 

ラパス・エルアルト都市圏は、熱帯氷河を重要な水源の 1 つとしている。熱帯氷河は特に

気候変動の影響を受けやすく、現に本プロジェクトが対象とする氷河は目に見えて後退して

おり、水資源量が減少する恐れがある。一方、ラパス・エルアルト都市圏では地方からの人

口流入が激しく水需要が増大しており、将来的に対策を講じなければ、深刻な事態を招く可

能性がある。2014 年初めに施行された法律 300 号「母なる大地ならびによく生きるための総
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合的開発枠組法」に基づき、プロジェクト目標は水資源開発の課題に整合すると考えられる。 

本プロジェクトは、日本の対ボリビア ODA 政策とも一致している。外務省の「対ボリビア

国別援助方針」は、開発課題の 1 つとして「水と衛生」を掲げている。 

ボリビアの水資源政策の立案に対して、気候変動の影響を考慮した水供給に係る科学的知

見を提供するため、本プロジェクトを実施する意義は大きく、MMAyA からの期待も大きい。

氷河流域を対象として融解、流出、土砂、水質を統合したモデルの開発は世界でも例が少な

く、雪氷を水資源として利用する上で学術上の知見を有する日本は、その技術を生かして水

資源問題の解決に貢献していける。このような学術上の知見は、プロジェクトデザインにも

活かされ、5 つの研究グループを設置し、それぞれの研究上の役割や研究グループ相互の関係

を明確にしたことは、研究の方法として適切であったといえる。 

 

（２） 有効性：高い 

プロジェクト目標の 3 つの指標の達成状況より、プロジェクト目標はプロジェクト期間中

に達成される可能性が高いといえる。6 つの成果はプロジェクト目標の達成に貢献しており、

プロジェクト目標の達成は 6 つの成果によって引き起こされたものと判断される（各指標の

達成状況、達成見込みについては、3-1 実績の確認（２）プロジェクト目標達成の見込みを参

照）。 

 

（３） 効率性：中程度 

本プロジェクトの効率性は中程度である。しかし、下記のような厳しい制約の下で、プロ

ジェクトの成果の大部分を達成したことは、関係者の多大な努力によるものであり、称賛さ

れるべきである。効率性を高められなかったのは、災害、自然環境、免税に関する問題によ

る機材調達の遅れといった外的要因によるところが大きい。 

【日本側からの投入の効率性】 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴い、日本側研究者の活動が制約を受けた。観測機

器の調達が、免税に関する問題から予定よりも遅れ、設置後にも盗難に遭ったり破壊された

りといった事態が生じた。厳しい自然環境の下、当初予定よりも余裕をもった活動計画を立

てることが必要とされた。また、雨季には搭乗車輌がスタックするなど活動を制限される事

態も生じた。結果的に、以後の活動に大幅な遅れは生じなかったものの、現地活動に制約が

なければ、活動がより早く進捗していた可能性がある。 

【ボリビア側からの投入の効率性】 

JICA 長期研修員の選考に当たっては、専門分野の他、英語が使用可能であること、所定の

学位を有すること、帰国後は引き続き本プロジェクトに関与することという条件を付してボ

リビア側で募集が行われたが、これらの条件を満たす人材を発見するのに時間を要し、選考

は予定よりも遅れた。厳しい自然環境は、ボリビア側研究者にとっても無視できるものでは

なかった。本プロジェクトに重要な関わりを持つラパス市・エルアルト市上下水道公社

(Empresa Publica Social de Agua y Saneamiento：EPSAS)に、人事異動のみならず組織改編が頻

繁にあり、新任の担当者に対する情報共有に時間を要した他、EPSAS からの水質モニタリン

グ等に係る統計データの提供が限定的であったため、研究活動に投入できる時間の損失や測

定の重複といった非効率を生じた。 
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（４）インパクト：正のインパクトが見られる 

・ 世界でも最高標高にある首都圏であるラパス・エルアルト都市圏を対象として、気候変

動に伴う水資源の問題に取り組んだ初めてのケースである。標高の高い地域は気候変動

の影響が顕著に表れるため、類似の地域に対して先行的な研究であり、波及効果が期待

できる。 

・ 社会実装の面において、MMAyA が主催する気候変動に対する水管理適応策に関するセ

ミナー（2013 年 2 月、2014 年 6 月）において日本側研究者が基調講演の要請を受け、

実務者を対象として流域管理モデルを用いた気候変動の影響評価手法について講義し

た。 

・ 世界銀行(World Bank：WB)の資金投入を受けて実施されていた国家気候変動プログラ

ム(National Climate Change Program：PNCC)のプロジェクトである「熱帯アンデスの氷

河後退の影響に関する適応プロジェクト」(Proyecto de Adaptación al Impacto del Retroceso 

Acelerado de Glaciares en los Andes Tropicales：PRAA)に、本プロジェクトの成果のうち、

流域における土砂生産のモデルが引用されている。PRAA の続編である PRAA2 にも、

本プロジェクトで得られた知見が利用されると期待される。 

・ ボリビアでは、UMSA のような学術機関と、MMAyA のような公的機関とが共通の目標

のために団結することは稀であったが、プロジェクト期間中、両者の交流が密になり、

情報交換が促進された。この関係は、将来、MMAyA にとっては、水資源問題の解決と

いう自らが直面する課題を UMSA の力を借りて解決する、UMSA にとっては、水資源

問題という新しい研究課題を MMAyA に提供してもらう、という双方にメリットのある

関係に発展する可能性が高い。 

・ なお、負のインパクトは特に認められない。 

 

（５）持続性：課題の解決により、高い又は中程度 

本プロジェクトの持続性は、主として次の 3 つの課題にかかっている。現時点ではこれら

が未解決であるため持続性は中程度であるが、これらが解決されれば持続性は高いと見込ま

れる。 

1. 組織面：プロジェクト成果を活用する EPSAS が、プロジェクトの成果であるモデルの信

頼性を高めるためにデータを提供すること、及び、水資源プラットフォームに参加するこ

と。 

2. 組織面：UMSA や MMAyA は帰国する JICA 長期研修員が引き続き本研究に携わることが

できる場を提供すること。 

3. 技術面：本プロジェクトで開発されたモデルを他流域に適用していくに当たって、モデル

の適用限界や、適用先のローカルな条件を反映させるために必要な修正点といった工学的

課題を、ボリビア側が理解すること。 

 

尚、持続性に関する現状は以下のとおり。 

1. 政策・制度面 

本プロジェクトで対象としたラパス・エルアルト都市圏の水資源政策の方向性、すなわち、

氷河水源の将来の水資源量を科学的根拠を持って予測すること、並行して代替水源を開発す
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ることという基本方針は、本プロジェクト終了後も転換されない可能性が高く、政策・制度

面に問題は見当たらない。 

 

2. 組織面 

JICA 長期研修員 8 名のうち既に帰国した 3 名のうち、1 名は UMSA 工学部の予算により、2

名は炭化水素直接税(Impuesto Directo a los Hidrocarburos：IDH)を財源とする研究資金により、

それぞれ UMSA に任期付研究員として任用されている。任期満了後も引き続き本研究に携わ

ることができるよう、指導教員である日本側研究者、派遣推薦元である UMSA 研究者とも努

力しており、研究助手や補助教員として UMSA に残る、MMAyA に採用される、日本学術振

興会(Japan Society for the Promotion of Science：JSPS)のポストドクトラルフェローとして日本

に再留学する、といった進路が検討されている。最終的には UMSA の正規の研究者のポスト

に公募採用される道も開けている。それ以外にも、本プロジェクトに参加した研究者は、本

研究により得られたモデルをはじめとする知見を学生に伝授し、若手研究者を育成していく

意向を示している。 

UMSA 及び MMAyA は、水資源プラットフォームに関する覚書の締結に向けた調整を進め

ている。MMAyA は、UMSA が水資源プラットフォームにおいて研修を実施するよう要求して

おり、UMSA にはこれに応える用意がある。それ以外に大きな意見の相違はない。近日中に

UMSA の学長と MMAyA の大臣が会談し、合意に至る見込みである。なお、水資源プラット

フォームの中には、個別の具体的なテーマを議論するために、複数のサブプラットフォーム

（作業部会）が設置される予定である。 

一方、EPSAS は、ラパス・エルアルト都市圏への水供給を担っているため、EPSAS が水資

源プラットフォームに参加し、本プロジェクトの成果を活用していける体制を整備すること

は、ラパス・エルアルト都市圏の水需給問題の解決にとって不可欠である。ただし、EPSAS

は経営再建中で国の管理下にあり、ラパス市・エルアルト市の水資源に関する情報共有やデ

ータ提供に関する覚書の締結の見通しは不透明である。 

この水資源プラットフォームには、JICA ボリビア事務所がオブザーバーという形で関わる

ことになる見込みである。今後、気象・水文・水質の観測を継続する上で、現状維持、拡充、

縮小するべき観測項目が日本側研究者と UMSA との間で検討されている。将来の観測の管理

や機器更新に関する体制や IDH を中心とした活動の財源も今後検討される予定である。 

 

3. 財政面 

ボリビア政府は、IDH を気候変動問題の研究に投入する制度を 2009 年に整備した。この制

度は今後も継続される見込みである。IDH は安定した税収が見込まれている。UMSA には、IDH

を財源とする研究資金が投入されており、これを使用する研究プロジェクトは、1 年強に 1 回

の割合で募集されている。UMSA の研究者は、研究プロジェクトを計画して研究資金を申請

し、学内の選抜を経てこれを獲得することができる。UMSA は本研究の重要性を認識してお

り、本プロジェクトの関係者が今後も継続して本プロジェクトに関連する研究資金を獲得し

ていく可能性は高い。 

 

4. 技術面 

本プロジェクトの活動の結果、氷河減少に対する水資源管理適応策モデルが開発された。
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観測データの蓄積に伴って、モデルの精度が向上し、さらに、計算に用いる気候変動シナリ

オの妥当性を検証できるようになる。そのため、本プロジェクト終了後も、観測を継続する

必要がある。 

今後のモデルの運用は、IHH に設置されるサーバーを利用して行われることになる。ここ

では、観測データや研究成果の提供もあわせて実施される予定である。現在は構築途上であ

るためデータの公表には至っていないが、モデルの運用や、観測データや研究成果の提供を

担当し、サーバーを維持管理する知識や技術のある人員は既に確保されており、サーバーの

バックアップも化学プロセス開発研究所（サン・アンドレス大学）（Institute for Research and 

Development of Chemical Process - UMSA：IIDEPROQ）に置かれることになっている。 

このモデルは、現地の状況（地形・気象等の自然条件）をより反映し改良可能なオープン

コードであり、それぞれの流域向けに改良し適用することが可能である。また、氷河融解、

流出、土砂、水質に分割して利用することができ、例えば降雨量の変化に伴う水資源量の変

化を予測することができる。そのため、本プロジェクトの対象である流域以外の流域にも適

用することができる。ただし、モデルを他流域に適用していくに当たって、モデルの適用限

界や、適用先のローカルな条件を反映させるために必要な修正点といった工学的課題を、ボ

リビア側が理解することが必要である。本プロジェクトに関係する UMSA の研究者は、プロ

ジェクト終了後もこのような活動を自ら継続していくことを表明しており、そのために必要

なノウハウもある程度備えている。ただし、モデル自体に修正が必要になった場合、修正の

ために必要なプログラミングの能力がボリビア側には十分でない恐れがあることから、上記

の工学的課題に対して正しく対応していくためには、日本側がボリビア側の活動に対して適

宜助言を与えていくことが求められる。 

 

5. 社会・文化・環境面 

社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因は見当たらない。本プロジェクト

において、地元住民との間で対話を続け、どのような目的で観測機器を設置するのかを粘り

強く説明した結果、理解が得られたという経験がある。今後、新たに観測機器を設置する際

には、この経験が活用されることが期待される。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１） 計画内容に関すること 

JICA 長期研修員として来日した 8 名が、研究内容に精通し、かつ英語が使える人材であっ

たことにより、日本側とボリビア側とのコミュニケーションギャップを埋め、連絡を密にす

る上で、極めて重要な役割を果たした。 

 

（２） 実施プロセスに関すること 

プロジェクトの実施を契機として、C/P 機関である UMSA と、国の省庁の 1つである MMAyA

の間の交流が密になり、情報交換が促進された。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

研究者によっては現地滞在中に高山病にかかり、活動に制約を受けた。日本側研究者につ
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いては、雨季に搭乗車輌がスタックしたり、氷河へ徒歩で接近することによる極端な疲労が

生じて安静を余儀なくされたりといった事態もあった。このような事態を避けるためには、

現地活動について、当初はゆとりのあるスケジュールを組み、慣れるにつれてタイトにして

いくといった対策を取ることが有効であった。結果的に、以後の活動に大幅な遅れは生じな

かったものの、現地活動に制約がなければ、活動がより早く進捗していた可能性がある。  

 

（２）実施プロセスに関すること 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴い、日本側研究者 11 名の大部分が、所属先の建物

への立ち入りを制限されたり、複数回の移転を余儀なくされたりした。2011 年度上半期は震

災の影響を受けて研究者所属先と JICA との契約も滞り、活動の停滞を招いた。この要因は、

その後の研究者の努力により克服された。 

観測機器の調達が、免税に関する問題から予定よりも遅れた。通常、機器を輸入する際に

は関税が課税されるが、本プロジェクトの実施で供与される観測機器については免税とする

ことで、関税当局と MMAyA との間で合意していた。しかしながら、末端の税関職員まで同

合意内容が周知されていなかったため手続きに時間を要した。また、機材設置後にも盗難に

遭ったり破壊されたりといった事態が生じた。 

日本人研究者がボリビアを訪問した際、道路封鎖により目的地に到達できない場合もあっ

た。 

 

３-５ 結論 

・ 本プロジェクトは、必要に応じて柔軟な活動計画の見直しや修正を行った上で、成果 1～成

果 6 を達成しつつある。これにより、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に達成される

可能性が高いといえる。 

・ 評価 5 項目に沿って検討した結果は次のとおりである。本プロジェクトの妥当性は高い。プ

ロジェクトの 6 つの成果は達成しつつあり、プロジェクト目標の達成に貢献しているため、

有効性は高い。日本側、ボリビア側とも投入の効率性は中程度であり、全体の効率性も中程

度である。本プロジェクトは、正のインパクトをもたらすと予測される。本プロジェクトの

持続性は、主として 3 つの課題にかかっており、現時点ではこれらが未解決であるため持続

性は中程度であるが、これらが解決されれば持続性は高いと見込まれる。 

・ 以上のことから、今後、持続性を高めるために、「3-2 (5) 持続性」で述べた 3 つの課題を解

決することが望まれる。 

 

３-６ 提言 

・ UMSA は本プロジェクトで開発されたモデルを他流域に適用していくに当たって、モデルの

適用限界や、適用先のローカルな条件を検討すること。 

・ 水資源政策関係者は、本プロジェクトの成果を活用し、地下水や他流域水源を含む包括的な

水資源計画の必要性を理解し、水資源プラットフォームにおいて検討すること。 

 

３-７ 教訓 

・ 本プロジェクトは SATREPS 案件であり、プロジェクト活動の大部分は研究によって占めら

れる。本プロジェクトは、必要に応じて柔軟な活動計画の見直しや修正を行ったために、活
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動を実りあるものとすることができた。また、活動途上においてプロジェクト目標及び成果

の指標を見直して具体的な事項を掲げたことは、プロジェクトの有効性を明確化するのに役

立った。 

・ 本プロジェクトの対象であるラパス市・エルアルト市は標高 3,000～4,000m 程度であり、氷

河はさらに高い 4,500～4,900m 程度の高地にある。雨季には観測地点へのアクセス道路が泥

濘化する。観測地点によっては車輌によるアクセスができず、降車後に数時間の登攀を必要

とする。プロジェクト関係者がこのような厳しい自然環境条件に適応できずに体調を崩した

り負傷したりすれば、以後のプロジェクトの進捗に影響する。このような事態を避けるため

には、現地活動について、当初はゆとりのあるスケジュールを組み、慣れるにつれてタイト

にしていくといった対策を取ることが有効であった。 

・ 本プロジェクトでは、西語を解する研究者が日本側にはなく、ボリビアにも英語を解する研

究者は少なかった。日本の研究者がボリビアのような西語圏において相手国側と共同して研

究を進めるためには、言語の違いがコミュニケーション上の障害となる可能性が大きいた

め、言語の違いを克服し、かつ研究内容に通じた人材が必要である。本プロジェクトにおい

ては、JICA 長期研修員の募集条件の 1 つに英語が使用可能であることという項目があった

ことから、選考された 8 名の JICA 長期研修員が、研究者間のコミュニケーションの改善に

大いに貢献した。 

 

・ 今後、類似案件において社会実装を効率的に進めていくためには、研究成果を活用する側の

実務者も、広義の共同研究者としてプロジェクトの初期段階から巻き込むことが重要であ

る。 

・ 本プロジェクト開始当初、SATREPS の制度の詳細が明確ではなかったため、JICA、JST、大

学側の間で認識に齟齬があり、プロジェクトの円滑な実施が困難であった。今後のプロジェ

クト形成の際には、共通認識を十分に醸成する必要がある。 

・ 観測機器の調達が、免税に関する問題から予定よりも遅れた。通常、機器を輸入する際には

関税が課税されるが、本プロジェクトの実施で供与される観測機器については免税とするこ

とで、関税当局と MMAyA との間で合意していた。しかしながら、末端の税関職員まで同合

意内容が周知されていなかったため手続きに時間を要した。今後の同様の輸入を行う際に

は、C/P 機関等を通じて、税関当局に末端の税関職員にも合意内容を周知徹底させることが

重要である。 

・ プロジェクト初年度、流域内のモニタリングネットワークへの投入機材の設置に関して、不

信感を持った現地住民から妨害される事態が起こり、設置が当初計画よりも遅れた。今後、

現地住民の近隣に観測機材を設置する際には、現地住民の理解を得るために要する時間も見

込んで研究計画を検討することが必要である。 

 

３-８ フォローアップ状況 

特になし。 
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Summary of Evaluation Results 

I. Outline of the Project 

Country: Plurinational State of Bolivia Project Title: Study on Impact of Glacier Retreat on Water 

Resource Availability for cities of La Paz and El Alto 

Issue/Sector: Water Resources / Disaster 

Management-Comprehensive Water 

Resources Management 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: Water Resource 

Management Division 2, Global Environment 

Department 

Total cost: 270 million yen at the time of the Terminal 

Evaluation 

Period of 

Cooperation 

Record of Discussion (R/D): 19 

January 2010 

Partner Country’s Implementing Organization:  

Major University of San Andrés (UMSA) 

Ministry of Environment and Water (MMAyA) 

April 2010 - March 2015 (five 

years) 

Japan’s Implementing Organization: Tohoku University, 

Tokyo Institute of Technology, Fukushima University and 

Nihon University 

 Related Cooperation: 

IRD (France): “Le Service d'observation GLACIOCLIM - 

Andes” 

WB: “Andes Adaptation to the Impact of Climate Change 

in Water Resources” (PRAA) 

I-1  Background of the Project 

  Bolivia, situated in the Tropical Andes with an average annual precipitation of about 500mm, largely 

depends on melt water from glaciers for its water resources. It is predicted, however, that these glaciers in 

the Tropical Andes will disappear in the next 30 to 40 years due to the effects of climate change; and 

Bolivia is faced with a potential depletion of water resources. Regarding the quality of water resources, 

the decrease of current flow of rivers due to glacier retreat is estimated to cause the increased pollution 

load in rivers and lakes, in addition to more and more intensively increasing demand. Furthermore, it is 

predicted that soil erosion at times of heavy rainfall will bring about sediment and reduce the water 

storing capacity of reservoirs, which would worsen the shortage of available water resource amount of 

the country. 

  Considering these circumstances, Bolivia is compelled to take appropriate measures for its water 

resource management based on scientific information on the supply and demand of water. The country, 

however, has inadequate number of experts on water problems, and is lacking observation networks of 

water quality and collected data management, as well as the development of scientific models to evaluate 

the water resource availability, particularly in the context of climate change impact.  

  It is of urgent necessity for Bolivia to promote researches on the available amount of water resources 

taking into account the disappearance of glaciers, and to develop a modeling of water resource 

management for its possible application to adaptation policies. As such, this Project was formulated 

under the scheme of Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 

(SATREPS) and the Record of Discussion (R/D) was signed on 19 January 2010. The Project started with 

the dispatch of Japanese experts/researchers to Bolivia in April 2010. 

 

1-2  Project Overview 

 

(1) Overall Goal: The system of modeling, scientific insight and investigation results are applied to the 

formulation of policies of water supply under climate change scenarios.  

 

(2) Project Purpose: Support system is developed for the formulation of water resource management 

policies under climate change scenarios, in the cities of La Paz and El Alto.  

 

(3) Outputs 

Output 1: Glacier melting model under climate change scenarios is developed for glaciers of 
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Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West. 

Output 2: Water balance model is developed, which accompanies to hydrometeorological and 

land use changes for the cities of La Paz and El Alto. 

Output 3: Model of erosion and sediment transport is developed under climate change scenarios 

in the basins of the glaciers of Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West. 

Output 4: Model of water quality for Tuni Reservoir is developed under climate change and land 

use change scenarios. 

Output 5: Model for the evaluation of the impact on water resources is developed under climate 

change and land use change scenarios for the cities of La Paz and El Alto.  

Output 6: Possible adaptation policies to climate change scenarios for water resources 

management are considered, applying the models developed by the results from 1 to 5 

for the cities of La Paz and El Alto. 

 

(4) Inputs 

Japanese Side: approximately 270 million JPY (at the time of evaluation) 

Long-term Expert: 1 expert 

Equipment: 46,117,000 JPY 

Short-term Expert: 11 experts 

Number of Trainees Received: 12 participants in Trainings in Japan and 8 long-term trainees 

Local Cost: 2,070,000 bolivianos 

Others: Dispatch of students to Bolivia financed by JST 

Bolivian Side: 

Main Counterparts: 18 people 

Equipment: XXX bolivianos 

Facilities: two rooms in UMSA 

Local Cost: 690,000 bolivianos 

II. Evaluation Team 

Members 

of Eval. 

Team 

< Japanese Side > 

  Leader: Mr. Akihiro MIYAZAKI, Director, Water Resources Management Division 2, 

Global Environment Department, JICA 

  Water Resources: Mr. Kenji NAGATA, Senior Advisor, JICA 

  Cooperation Planning: Mr. Masanori YAMAZAKI, Water Resources Management Division 

2, Global Environment Department, JICA 

  Evaluation Analysis: Dr. Makoto TANAKA, ICONS Inc. 

  Interpreter: Ms. Setsuko OTAKI, JICE 

  Project Evaluation (JST): Dr. Kotaro INOUE, Principal Fellow, JST 

  Project Evaluation (JST): Ms. Misato UNOSE, Assistant Programme Officer, JST 

< Bolivian Side > 

  Evaluator: Prof. Mario TERÁN, Professor, Institute of Material Testing, UMSA (former 

Dean of Faculty of Engineering) 

  Evaluator: Ms. Fany Elba SARZURI Bernal, Vice Ministry of Water Resources and 

Irrigation,  MMAyA 

Eval. 

Period 

26 July 2014 - 17 August 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

III. Results of Evaluation 

3-1  Confirmation of Achievement 

 

(1) Outputs 

  Output 1: likely to be achieved during the Project period 

  Index 1-3 “At least 2 articles of the research on models are published in international journals with 

peer review.” has already been achieved. Index 1-1 “User-guide for the model is prepared by C/P and the 

scholars involved in the Project.” and Index 1-2 “C/P who is in charge for Snow and Ice Group conducts 

at least one model seminar to relevant personnel of UMSA.” have almost been achieved.  

  Output 2: likely to be achieved during the Project period 

  Index 2-3 “At least 2 articles of the research on models are published in international journals with 
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peer review.” has already been achieved. Index 2-1 “User-guide for the model is prepared by C/P and the 

scholars involved in the Project.” and Index 2-2 “C/P who is in charge for Runoff group conducts at least 

one model seminar to C/P of relevant personnel of UMSA.” will be achieved in August 2014.  

  Output 3: will be achieved just after the Project termination 

  Index 3-1 “User-guide for the model is prepared by C/P and the scholars involved in the Project.” and 

Index 3-2 “C/P who is in charge for Sedimentation group conducts at least one model seminar to relevant 

personnel of UMSA.” will be achieved in August 2014. Index 3-3 “At least 2 articles of the research on 

models are published in international journals with peer review.” will be achieved just after the Project 

termination. 

  Output 4: likely to be achieved during the Project period 

  Index 4-1 “User-guide for the model is prepared by C/P and the scholars involved in the Project.” has 

almost been achieved. Index 4-2 “C/P who is in charge for Water Quality group conducts at least one 

model seminar to relevant personnel of UMSA.” has already been achieved. Index 4 -3 “At least 2 articles 

of the research on models are published in international journals with peer review.” is likely to be 

achieved during the Project period. 

  Output 5: likely to be achieved during the Project period 

  Index 5-1 “Future water resources are projected and evaluated with at least outputs of 3 GCMs.” will 

be achieved in 2014. (GCM: General Circulation Model) 

  Output 6: likely to be achieved during the Project period 

  Index 6-1 “A meeting with participants from relevant institutes who are in charge in water sector for La 

Paz and El Alto is conducted at least 3 times a year.”, Index 6-3 “Water quality of key parameters at least 

10 alternative water sources is examined based on either WHO or Bolivian water quality standards.”, 

Index 6-4 “Outputs of model for the evaluation of the impact on water resources under climate change 

scenarios are shared in the periodical meetings for discussion on the water resources for the cities of La 

Paz and El Alto.” and Index 6-5 “Either C/P or the scholars involved in the Project make presentations in 

the open symposium.” have already been achieved. Index 6-2 “User-guide for the Water Demand model 

is prepared by C/P and the scholars involved in the Project.” and Index 6-6 “Public relation materials and 

data catalogue are prepared.” are likely to be achieved during the Project period.  

 

(2) Project Purpose: Likely to be achieved during the Project period 

  Index 1 “The outputs of project is mentioned or referred in water resources management policies under 

climate change scenarios, other projects, or researches.” has already been achieved. Index 2 “Model for 

the evaluation of the impact on water resources under climate change scenarios (Support system) is 

installed in IHH with staff who are capable to respond to the needs (information) of water related 

organization.” has already been achieved in its first part “Model for the evaluation of the impact on water 

resources under climate change scenarios (Support system) is installed in IHH” and will be achieved 

during the Project period in its second part “with staff who are capable to respond to the needs 

(information) of water related organization”. Index 3 “The outputs of above model are uploaded in the 

website or stored in digital media and distributed to the concerned organization.” is likely to be achieved 

during the Project period. 

 

3-2  Summary of Evaluation Results 

 

(1) Relevance: High 

  Tropical glacier is one of the main water resources of the Metropolitan of La Paz and El Alto. Tropical 

glacier is very sensitive to climate change; actually the glacier targeted in the Project is visibly retreating 

and water resources from it would reduce. On the other hand, the demand for water in the Metropolitan of 

La Paz and El Alto continues to increase due to population inflow from other areas. It may cause serious 

situation if no countermeasures are taken in future. According to the Act No. 300 “Act on Framework of 

General Development for Mother Earth and to Live Well”, which was enforced in early 2014, the Project 

Purpose is thought to fit the subject on water resources development. 

  The Project also agree with the Japanese ODA policy for Bolivia. “Assistance Policy for Each Country: 

Bolivia” by the Ministry of Foreign Affairs designates “water and sanitation” as one of the develop ment 

subjects. 
  The implementation of the Project is very significant since it would propose scientific knowledge on 

water supply considering the influence by climate change to draft the Bolivian water resources policies. 
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MMAyA also expects the effect of the Project. There are few examples of the development of integrated 

model on melting, runoff, sediment and water quality targeted to glacier basins. Japan can contribute to 

settle problems on water resources by using its technology since it has academic knowledge on using 

snow and ice as water resources. Such knowledge is also reflected to the Project design: five research 

groups are installed and the roles of each group and the relationship between them are clearly defined. It 

can be said that the research method is appropriate. 

 

(2) Effectiveness: High 

  From the achievement of the three indices of the Project Purpose, it is likely to be achieved during the 

Project Period. The six Outputs contribute to the achievement of the Project Purpose. Thus the Proj ect 

Purpose is judged to be achieved because of the 6 Outputs.  

 

(3) Efficiency: Moderate 

  The Efficiency of the Project is moderate. However, it should be admired that most parts of the Project 

Outputs have been achieved by the great effort of persons concerned under severe restriction described 

below. External factors such as disaster, natural environment and purchase of machines made the 

Efficiency lower. 

[Efficiency of inputs from the Japanese side] 

  “The 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake” prevented the activities by the Japanese 

researchers. The purchase of the observation machines delayed due to taxation. Some of them were stolen 

or destroyed after installation. Under serious natural environment, it was required to make looser plans 

than originally expected. In rainy seasons, the activities were often prevented: the Project vehicles 

sometimes stacked in mud. These difficulties did not result in large delay in the consequent activities, but 

it is probable that the activities could have been faster unless they had not been limited. 

[Efficiency of inputs from the Bolivian side] 

  The JICA long-term trainees was selected in Bolivia with the conditions of specialties, English skills, 

degrees and that they should continue their research even after they finish the course. The selection 

delayed since it needed a long time to find candidates that satisfies these conditions. Serious natural 

environment affected the activities by the Bolivian researchers as well. The Public and Social Company 

of Water and Sanitation (EPSAS), which has important relation with the Project, often experienced 

structural changes as well as personnel changes, resulting in taking a long time in sharing information 

with new persons in charge. EPSAS offered only limited statistical data on water quality monitoring etc. 

This caused insufficiency such as loss of time for research activities and duplicated measurement etc.  

 

(4) Impact: There are expected positive Impacts 

・ This Project is the first challenge to the problem of water resources affected by climate change, 

targeting the Metropolitan of La Paz and El Alto, the world highest capital region. The Project effect 

is leading and is expected to spread to similar areas since high areas are strongly affected by climate 

change. 

・ The Japanese researchers were invited to the Seminars on Adaptation in Water Resources 

Management to Climate Change (Feb. 2013 and Jun. 2014) and had keynote lectures there on 

methods for evaluating the influence by climate change using basin management models  intending 

for practical engineers. 

・ Sedimentation model in basins, one of the Project results, is referred in “Adaptation to the Impact of 

accelerated glacier retreat in the Tropical Andes” (PRAA), a project in “National Climate Change 

Program” (PNCC) financed by the World Bank (WB). It is also expected that some of the Project 

results will be referred in PRAA2, a succeeding project of PRAA. 

・ It is a rare case in Bolivia that an academic entity such as UMSA and an administrative organization 

such as MMAyA act on common subjects. The Project enhanced their mutual exchange and 

communication. This relationship is likely to develop into the one with mutual merit: MMAyA can 

tackle the problem of water resources with the aid of UMSA and UMSA can obtain new research  

subjects on water resources from MMAyA. 

・ There are seen no negative impacts. 
 

(5) Sustainability: High or moderate depending on solving subjects  



xxiii 

  The Sustainability of the Project mainly depends on the following three subjects. Currently the 

Sustainability is moderate since the three subjects have not solved yet, however, it is likely to be high if 

these are solved. 

1. Organizational aspects: EPSAS, which would apply the Project results, would offer data to make the 

model as the Project results durable, and participate in the Water Resources Platform. 

2. Organizational aspects: Field would be prepared for the returning JICA long-term trainees to 

continue their research. 

3. Technical aspects: The Bolivian side would understand the engineering issues such as the application 

limit of the models developed in the Project and the points to be corrected for reflecting local 

conditions in applying them to other basins. 

  There are seen no problems in policy and institutional aspects, financial aspects, technical aspects and 

society, culture and environmental aspects. 

 

3-3  Factors Promoting Sustainability and Impact 

 

(1) Factors Concerning Planning 

  The eight JICA long-term trainees have played great roles in the communication between the Japanese 

and Bolivian sides since they know much about the research and they are good English speakers.  

 

(2) Factors Concerning the Implementation Process 

  The implementation of the Project made the relationship between UMSA, the C/P entity and MMAyA, 

a ministry very tight to enhance their communication. 

 

3-4  Factors Inhibiting Sustainability and Impact 

 

(1) Factors Concerning Planning 

  Some researchers suffered from mountain sickness and were forced to limit their activities. Some of 

the Japanese researchers had difficulties such that their vehicle stacked in mud in rainy seasons and that 

they were forced to stay rest quietly in bed due to extreme fatigue in access to the glaciers. It was 

effective for such difficulties that the plan of site activities is made leeway first and then tighter. These 

difficulties did not result in large delay in the consequent activities, but it is probable that the activities 

could have been faster unless they had not been limited. 

 

(2) Factors Concerning the Implementation Process 

  Most of the eleven Japanese researchers were made impossible to enter the buildings of their affiliation 

or forced to move several times due to the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. Blank 

occurred in the contract between their affiliation and JICA in the first half of FY 2011 to cause delay in 

their activities. This factor was overcome because of their effort afterward.  

  The purchase of the observation machines delayed due to taxation. Some of them were stolen or 

destroyed after installation. 

  Some of the Japanese researchers could not reach the concerned sites due to blocked roads when they 

visited Bolivia. 

 

3-5  Conclusion 

・ The Project is achieving the Outputs 1 to 6 after flexibly conducting the review and correction of the 

PO. Therefore the Project Purpose is likely to be achieved during the Project period. 

・ The results of the examination on the five evaluation criteria are as follows. The Relevance of the 

Project is high. The Effectiveness is high since the six Outputs are being achieved and contribute to 

the achievement of the Project Purpose. The Efficiency is moderate according to moderate efficient 

inputs by both the Japanese and Bolivian sides. The Project is expected to produce positive Impacts. 

The Sustainability of the Project mainly depends on three subjects. Currently the Sustainability is 

moderate since the three subjects have not solved yet, however, it is likely to be high if these are 

solved. 

・ From above, it is desired that the three subjects are solved for making the Sustainability higher as 

described in “3-2 (5) Sustainability”. 
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3-6  Recommendations 

・ To examine the application limit of the models developed in the Project local conditions in applying 

them to other basins. 

・ To apply the Project results, to understand the necessity of comprehensive water resources plans 

including groundwater and water resources in other basins and to discuss them in the Water 

Resources Platform. 

 

3-7  Lessons Learned 

・ This Project is a SATREPS project: most of its activities are research. The Project could implement 

fruitful activities by flexibly reviewing and correcting the PO if needed. Describing concrete items 

by reviewing the indices of the Project Purpose and the Outputs during its implementation 

contributed to clarify the Effectiveness of the Project. 

・ The cities of La Paz and El Alto, the target area of the Project, are 3,000 to 4,000 meters in 

elevation. The targeted glaciers are located ni areas of higher elevation of 4,500 to 4,900 meters. The 

access roads to the glaciers become muddy in rainy seasons. Some of the observation points cannot 

be accessed by vehicles and require waling access. If the persons concerned fail to adapt to such 

serious natural environment to suffer or to be injured, it will affect to the progress of the Project 

afterward. To avoid such situation, it was effective for such difficulties that the plan of site activities 

is made leeway first and then tighter. 

・ In this Project, there were no Japanese researchers who understand Spanish and few Bolivian 

researchers who understand English. Persons are necessary who can overcome the difference in 

languages and know much about the research contents, for Japanese researchers to collaborate with 

researchers in Spanish-speaking countries like Bolivia, since the difference in languages may 

prevent smooth communication. In this Project, the selected eight JICA long-term trainees greatly 

contributed to the improvement of communication between the researchers since English language 

was one of the required conditions of their selection. 

・ To promote social implementation in similar projects in future it is important to involve engineers 

who would apply research results as researchers in a wide sense from early periods.  

・ At the initial stage of the Project, the details of SATREPS regulation was not commonly recognized 

among JICA, JST and the concerning universities. This prevented smooth implementation of the 

Project. It is necessary to ferment common understanding among concerning entities in future 

project formation. 

 

3-8  Follow-up 

  None. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 協力の背景と経緯 

熱帯アンデスに属するボリビア国の年間降水量は年間 500 ミリ程度であり、水資源の大部分を

氷河の融解水に依存している。しかしながら、気候変動に伴い今後 30～40 年で熱帯アンデス氷河

は消失すると予測され、水資源枯渇の危機に直面している。水質面では、氷河の消滅に伴い河川

流量が減少し、河川や貯水池の汚濁負荷濃度増加に繋がると予測されている。また、気候変動に

伴い大雨の頻度が高くなることも予測され、豪雨による土砂の流出が、貯水池の貯水能力を減少

させ、水資源の逼迫に拍車をかけることも予想されている。 

このような状況において、ボリビア国では気候変動に伴う水問題の対策に迫られているが、包

括的に水問題を扱える専門家が不足し、かつ、水文・水質観測網の整備やデータマネジメント、

水資源評価モデルも不十分な状況にある。 

このような背景から、氷河の消失を考慮した水資源賦存量の分析と具体的な対策を検討するた

めの水資源管理モデルの構築が急務となっている中、本件は地球規模課題対応国際科学技術協力

（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）案件として採択

され、2010 年 1 月 19 日に R/D が署名され、2010 年 4 月から開始された。 

１－２ 終了時評価調査の目的 

1) マスタープランに基づき、プロジェクトの投入、活動、実施プロセスを確認し、成果の達成

状況とプロジェクト目標の達成見込みを検証する。 

2) 「新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）」に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性）の観点からレビューを行う。 

3) プロジェクトの実施プロセス及び成果達成を促進・阻害した要因を確認し、プロジェクトの

残りの協力期間における対応および終了後の持続発展性について提言を取りまとめる。  

4) プロジェクトの達成状況や 5 項目評価結果、提言等について先方実施機関と協議を行い、合

意事項をミニッツ署名により確認する。 

１－３ 調査団の構成 

ボリビア側 

 氏名 分野 所属 

1 Prof. Mario Terán 評価分析 
サン・アンドレス大学(UMSA) 

材料試験研究所(IEM) 教授、前工学部長 

2 Ms. Fany Elba Sarzuri Bernal 評価分析 
環境・水資源省(MMAyA) 

上水道・基礎衛生次官室(VAPSB) 
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日本側 

 氏名 分野 所属 調査期間 

1 宮崎 明博 総括 JICA 地球環境部 水資源第二課 課長 8/6～8/17 

2 永田 謙二 水資源 JICA 国際協力専門員 8/6～8/17 

3 山崎 正則 協力企画 JICA 地球環境部 水資源第二課 8/8～8/17 

4 田中 誠 評価分析 (株)アイコンズ 主任コンサルタント 7/26～8/17 

5 大滝 節子 通訳 (一財)日本国際協力センター 7/26～8/17 

6 井上 孝太郎 
プロジェクト評価 

(JST) 

JST 地球規模課題国際協力室 

上席フェロー 
8/8～8/17 

7 鵜瀬 美里 
プロジェクト評価 

(JST) 

JST 地球規模課題国際協力室 

調査員 
8/8～8/17 

 

１－４ 調査日程 

調査日程は下記のとおりである。 

 月日 調査内容 

1 7/26(土) （田中、大滝）成田発 

2 7/27(日) （田中、大滝）ラパス着 

3 7/28(月) JICA ボリビア事務所との打合せ、合同評価調査団打合せ 

インタビュー調査：MMAyA、IIS-UMSA、長期専門家 

4 7/29(火) インタビュー調査：IIS-UMSA、長期専門家 

5 7/30(水) 評価報告書作成作業 

6 7/31(木) インタビュー調査：IHH-UMSA 

7 8/1(金) インタビュー調査：IHH-UMSA、IIS-UMSA 

8 8/2(土) 視察調査：コンドリリ氷河登山口観測地点、トゥニ貯水池 

9 8/3(日) 評価報告書作成作業 

10 8/4(月) インタビュー調査：EPSAS、WB 

11 8/5(火) インタビュー調査：MMAyA（VAPSB、VMA、VRHR）、IDB 

12 8/6(水) 評価報告書作成作業 

（宮崎、永田）成田発 

13 8/7(木) インタビュー調査：IHH-UMSA、IIDEPROQ-UMSA、IIS-UMSA 

（宮崎、永田）ラパス着 

14 8/8(金) 合同評価打合せ、評価報告書作成作業 

（宮崎、永田）コチャバンバ訪問（別案件） 

（山崎、井上、鵜瀬）成田発 

15 8/9(土) 評価報告書作成作業 

（宮崎、永田、山崎、井上、鵜瀬）ラパス着 

16 8/10(日) 団内協議、評価報告書作成作業 

17 8/11(月) 評価報告書ドラフト確認 

EPSAS、IHH-UMSA、IIS-UMSA、JICA ボリビア事務所表敬 

18 8/12(火) UMSA、VIPFE、JICA ボリビア事務所表敬、評価報告書ドラフト説明 

19 8/13(水) 評価報告書修正作業 

（宮崎、永田、山崎、井上、鵜瀬）現場視察 

20 8/14(木) JCC、M/M 署名、JICA ボリビア事務所への報告 

21 8/15(金) 在ボリビア日本大使館への報告 

ラパス発 

22 8/16(土) 移動 

23 8/17(日) 成田着 
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１－５ 対象プロジェクトの概要 

本プロジェクトの概要を下表に示し、MP Ver. 3 及び PO Ver. 3 をそれぞれ別添資料 1 及び 2 に

示す。 

プロジェクト名 氷河減少に対する水資源管理適応策モデルの開発プロジェクト 

プロジェクト期間 2010 年 4 月～2015 年 3 月 

予算額 約 270 百万円 

対象地域 ラパス市、エルアルト市及びトゥニ・コンドリリ、ミリュニ両氷河

域を中心とする流域 

関係機関 ・サン・アンドレス大学(Major University of San Andrés：UMSA) 

・環境・水資源省(Ministry of the Environment and Water：MMAyA) 

上位目標 気候変動に適応した水資源政策の立案に、本研究で得られたモデル、

科学知見、研究成果が活用される。 

プロジェクト目標 ボリビア国ラパス市・エルアルト市における気候変動に適応した水

資源政策策定を支援するシステム※が開発され、右システムをもとに

情報や知見が施政者に提供され、適応策が検討される。 

※システム：水資源に関する、データの収集・解析、各種モデルの運用、シミュレーシ
ョンの実施、シミュレーションに基づいた情報や知見の共有、及びそれらを更新しつつ
運用する体制） 

備考：本プロジェクトで得られる研究成果・科学的知見は、Tuni-Condoriri 及び Huayna 

Potosi 西流域を対象とした気候変動の水資源への影響評価に基づくものである。 

成果 成果 1： Tuni-Condoriri 氷河及び Huayna Potosi 西氷河を対象に気候

変動下における氷河融解モデルが構築される。 

成果 2： Tuni 貯水池流域を対象に気候変動下における流出モデルが

構築される。 

成果 3： Tuni-Condoriri 氷河流域と Huayna Potosi 西氷河流域におけ

る気候変動に伴う土砂侵食・移動モデルが構築される。 

成果 4： Tuni 貯水池を対象に気候変動下における水質モデルが構築

される。 

成果 5： ラパス市・エルアルト市への水供給を担う Tuni 貯水池流域

を対象に気候変動下における水資源総合評価モデルが構築

される。 

成果 6： 成果 1～5 のモデルを活用し、ラパス市・エルアルト市にお

ける水資源管理情報や知見が施政者に提供され、適応策が

検討される。 
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第２章 評価方法 

２－１ 評価の手法 

本プロジェクトの終了時評価は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年）にある PCM

手法に沿って、日本及びボリビア双方から選出されたメンバーからなる合同評価調査団により、

以下の調査方法に基づき実施された。評価の手順は次のとおりである。 

(1) プロジェクト完了報告書、月報その他の文献の調査、質問票調査、関係者への聞き取り調

査、関係するサイトへの視察調査により、評価に必要な情報を収集する。 

(2) 評価グリッドを用いて、MP Ver. 3 に対応する実績及びプロジェクトの実施プロセスを検証

し、評価する。 

(3) 表 ２-１に示す評価 5 項目に沿ってプロジェクトを評価する。 

(4) 各項目の評価設問及び評価指標については、評価グリッド（別添資料 3）を参照。 

 

表 ２-１ 評価 5 項目 

項目 視点 

妥当性 プロジェクト目標及び上位目標と、プロジェクトの対象グループのニー

ズ、相手国側の政策及び日本の援助政策との整合性があるか等、プロジ

ェクトの正当性、必要性を検証する。 

有効性 プロジェクトの実施による対象グループへの便益を確認し、プロジェク

トが有効であるか否かを検証する。 

効率性 プロジェクト資源の有効活用という観点から、効率的であったか否かを

検証する。 

インパクト（予測） プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的な効果や波及効果

を検証する。 

持続性（見込み） プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続するか否

かを検証する。 

 

あわせて、これらの結果に基づき、今後 JICA が実施する他案件の形成・実施・運営管理に参

考となる教訓を、プロジェクトの経験から抽出する。 

２－２ データ収集の方法 

本調査に使用するデータ・情報は、文献調査、質問票調査、関係者からの聞き取り調査、視察

調査を通じて収集した。それぞれの詳細は表 ２-２のとおりである。 



 

－6－ 

表 ２-２ 主なデータ収集源 

収集方法 情報源 

文献調査 プロジェクト実施報告書（2010 年～2014 年） 

中間レビュー調査報告書（2012 年 12 月） 

終了報告書案（2014 年 6 月） 

質問票調査 日本側研究者 

UMSA、MMAyA、EPSAS 

他ドナー（WB、IDB、IRD） 

聞き取り調査 日本側研究者（電話インタビュー） 

プロジェクト業務調整員 

UMSA、MMAyA、EPSAS 

他ドナー（WB、IDB） 

視察調査 コンドリリ氷河登山口観測地点、トゥニ貯水池 
 

また、主な面談者及び電話インタビュー対象者は、それぞれ表 ２-３及び表 ２-４に示すとお

りである。 

表 ２-３ 主な面談者 

氏名 所属 

岡村 優子 長期専門家（業務調整員） 

*Prof. Edson Ramirez サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)副所長 

*Prof. Javier Mendoza サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 

*Prof. Ramiro Pillco サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 

Prof. Angel Aliaga サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 

*Prof. Nestor Funes サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 

*Prof. Carlos España サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)

教授、前副学長 

*Prof. Francisco Bellot 

Alarcón 
サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)

教授 

*Prof. Marcelo Gorritty サン・アンドレス大学化学プロセス開発研究所

(IIDEPROQ-UMSA)教授 

*Prof. Andrés Calizaya サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 

Prof. Gregorio Carvajal Sumi サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)

教授 

Prof. Eufemia Briancon サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)

教授 

*Ms. Consuelo Luna 環境・水資源省(MMAyA)環境次官室(VMA) 

Ms. Liset Revollo 環境・水資源省(MMAyA)環境次官室(VMA) 

*Mr. Oscar Meave 環境・水資源省(MMAyA)水資源・灌漑次官室(VRHR) 

*Ing. Abel Sangüeza Antezana 環境・水資源省(MMAyA)上水道・基礎衛生次官室

(VAPSB) 

*Ing. Tomas Quisbert 

Guarachi 
ラパス市・エルアルト市上下水道公社(EPSAS)生産部長 

*Mr. Jorge Treviño 世界銀行(WB)ボリビア事務所 

*Mr. Prem Jai Vidavre 米州開発銀行(IDB)ボリビア事務所 
*は質問票調査対象者で、全員が回答している。この他にフランス開発調査庁(IRD)の Mr. Jean Emmanuel Sicart から 

質問票調査の回答を得た。 
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表 ２-４ 電話インタビュー対象者* 

氏名 班 所属 

山崎 剛 雪氷 東北大学大学院理学研究科准教授 

風間 聡 雪氷 東北大学大学院工学研究科教授 

朝岡 良浩 雪氷 東北大学大学院工学研究科特任助教 

真野 明 流出 東北大学災害科学国際研究所教授 

木内 豪 流出 東京工業大学総合理工学研究科教授 

田中 仁 土砂 東北大学大学院工学研究科教授 

川越 清樹 土砂 福島大学共生システム理工学研究科准教授 

中野 和典 水質 日本大学工学部准教授 

梅田 信 水質 東北大学大学院工学研究科准教授 

奥村 誠 マネジメント 東北大学災害科学国際研究所教授 

真砂 佳史 マネジメント 東北大学未来科学技術共同研究センター准教授 

*全員が質問票調査にも回答している。 

 

２－３ 評価調査の制約・限界など 

SATREPS である本プロジェクトは、研究事業が主体であり、通常の技術協力プロジェクトと比

較して、成功するか否かは不確定な要素が大きいと思われる。また、プロジェクト計画時に期待

される成果をはかるための指標としては、モデルのユーザーガイド、モデルセミナーの実施回数、

査読付き論文の掲載数など、一般的なものに留まっていた。 
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第３章 プロジェクトの実績の検証 

３－１ 投入の実績 

 ３－１－１ 日本側の投入 

  (1) 専門家派遣 

長期専門家 1 名（業務調整員）が 2010 年 4 月に派遣され着任し、現在も業務を継続して

いる。長期専門家は西語が使用可能であり、日本側とボリビア側との連絡・調整に重要な役

割を果たしている。また、観測データの収集やプロジェクト成果の社会実装に係る活動等を

支援するため、表 3-1 に示すように現地コンサルタントが傭上された。 

表 ３-１ 現地傭上コンサルタント 

傭上目的 傭上期間 備考 

広報 2014 年 1 月～3 月 現在は長期専門家が対応 

機材管理 2010 年 10 月～同月  

2011 年 5 月～2013 年 9 月 辞職（大学の正規職員になったため） 

2014 年 7 月～現在 契約は 2015 年 3 月末まで 

プラットフォーム調整 2014 年 1 月～3 月  

2014 年 4 月～7 月 辞職 

現在は C/P と長期専門家が対応 

今後は検討中 

データカタログ作成 2014 年 4 月～現在 契約は 2015 年 3 月末まで 

 

別添資料 4(1)のとおり、日本人研究者 11 名が本プロジェクトに参加している。別添資料

5(1)に示すとおり、このうち 9 名が計 46 回ボリビアに派遣され、派遣日数は計 556 日とな

った。 

この他に、科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）の経費負担に

よる日本人学生及び日本滞在中の JICA 長期研修員のボリビア渡航があった。 

  (2) カウンターパート(C/P)本邦研修 

別添資料 5(2)に示すとおり、IHH-UMSA、ISS-UMSA、IIDEPROQ-UMSA から 12 名の研

究者が本邦研修に参加した。UMSA から 8 名が JICA 長期研修員として来日し、日本側の大

学院にて研修を受けた。JICA 長期研修員は、別添資料 4(2)及び別添資料 5(3)に示すとおり

である。 

  (3) 供与機材 

別添資料 6(1)に示すとおり、3D レーザー・スキャニングシステム、気象観測装置、水理

観測機器、水質観測機器等の機材が調達され、IHH に供与された。これらの機器を用いて

観測が実施されたが、一部に欠測が生じている。機材の概要を別添資料 7 に示す。 
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また、別添資料 6(2)に示すとおり、国内研究設備・機材が投入されている。 

  (4) 現地業務費 

日本側はプロジェクト活動実施のための活動費の一部を負担している。2010 年 4 月から

2014 年 5 月までの現地業務費の合計は 207 万ボリビア―ノ（供与機材の購入費を除く）で、

内訳は航空費、車両借上・燃料費、通信費、印刷費、現地契約費、その他消耗品などとなっ

ている。 

 ３－１－２ ボリビア側の投入 

  (1) カウンターパート(C/P)の配置 

プロジェクト開始時、カウンターパートとして UMSA から 10 名が配置された。JICA 長

期研修員 8 名のうち 3 名は既に大学院の課程を修了し、UMSA に任期付研究員として任用

されている。現在のカウンターパートのメンバー（18 名）は、別添資料 4(3)に示すとおり

である。 

  (2) 現地業務費 

ボリビア側はプロジェクト活動実施のための活動費の一部を負担している。2010 年 4 月

から 2014 年 5 月までの現地業務費の合計は 69 万ボリビアーノで、内訳は工事費、燃料費、

旅費、分析費用、IHH 職員の外勤手当などとなっている。 

  (3) 投入機材 

ボリビア側は、別添資料 6(3)に示すとおり、機材として雪氷用レーダーを投入している。 

  (4) 執務スペースの提供 

長期専門家（業務調整員）及び日本側研究者がボリビア訪問時に使用できるスペースと

して、IHH-UMSA の 2 室が提供された。 

３－２ 成果の達成状況 

MP に示された指標に基づいた、成果の達成状況は以下のとおりである。 

成果 1：Tuni-Condoriri 氷河及び Huayna Potosi 西氷河を対象に気候変動下における氷河融解モ

デルが構築される。 

指標 達成状況 

1-1. モデルのユーザ

ーガイドが C/P 及びプ

ロジェクト研究者によ

って作成される。 

 東北大学と IHH-UMSA が協働して、モデルの西語ユーザーガイド

を作成中であり、細部の字句修正を残すのみとなっている。 
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1-2. 雪氷班の C/P が

UMSAの関係者に対し

て少なくとも 1 回モデ

ルセミナーを実施す

る。 

 2014 年 2 月に、UMSA 研究者および国立気象水文機関(National 

Service of Meteorology and Hydrology：SENAMHI)を対象としたトレ

ーニングコースを開催して、モデル概要、実行方法・アウトプッ

トデータの解析に関する演習を実施した。 

 2014 年 6 月に、MMAyA 環境次官室(Vice-Ministry of Environment：

VMA)が MMAyA 技術者〔VMA 及び水資源・灌漑次官室

(Vice-Ministry of Water Resources and Irrigation：VRHR)所属〕に対し

て GRANDE モデルセミナーを開催して、C/P 及び帰国留学生がモ

デルの講習を実施した。 

 2014 年 8 月に、MMAyA の各次官室（VMA、VRHR、VAPSB）、

UMSA 研究者、学生を対象にモデルセミナーが実施され、JICA 長

期研修員も参加する予定である。 

 モデルセミナーは、ユーザーガイドの作成の進捗や、サブプラッ

トフォームに合わせて、今後も実施される予定である。 

 

1-3. モデルに関する

査読付き論文が国際誌

に少なくとも 2 編掲載

される。 

 既に、モデルに関する査読付き論文が国際誌に 6 編掲載されてい

る。 

 

成果 2：Tuni 貯水池流域を対象に気候変動下における流出モデルが構築される。 

指標 達成状況 

2-1. モデルのユーザ

ーガイドが C/P 及びプ

ロジェクト研究者に

よって作成される。 

 準分布型概念モデルおよびスーパータンクモデルのユーザーガイ

ドを作成中である。先に英語版を作成済みであり、これを西語訳

する作業を進めており、2014 年 8 月中に完成する見込みである。 

2-2. 流出班の C/P が

UMSAの関係者に対し

て少なくとも 1 回モデ

ルセミナーを実施す

る。 

 2014 年 8 月に、MMAyA の各次官室（VMA、VRHR、VAPSB）、

UMSA 研究者、学生を対象にモデルセミナーが実施され、JICA 長

期研修員も参加する予定である。 

 モデルセミナーは、ユーザーガイドの作成の進捗や、サブプラッ

トフォームに合わせて、今後も実施される予定である。 

2-3. モデルに関する

査読付き論文が国際

誌に少なくとも 2 編掲

載される。 

 既に、モデルに関する査読付き論文が国際誌に 3 編掲載されてい

る。 
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成果 3：Tuni-Condoriri 氷河流域と Huayna Potosi 西氷河流域における気候変動に伴う土砂侵

食・移動モデルが構築される。 

指標 達成状況 

3-1. モデルのユーザ

ーガイドが C/P 及びプ

ロジェクト研究者に

よって作成される。 

 東北大学、福島大学と IHH-UMSA が協働して、モデルの西語ユー

ザーガイドを作成中である。2014 年 8 月に JICA 長期研修員がボ

リビアに来て、最終修正を行う予定である。 

3-2. 土砂班の C/P が

UMSAの関係者に対し

て少なくとも 1 回モデ

ルセミナーを実施す

る。 

 2014 年 8 月に、MMAyA の各次官室（VMA、VRHR、VAPSB）、

UMSA 研究者、学生を対象にモデルセミナーが実施され、JICA 長

期研修員も参加する予定である。 

 モデルセミナーは、ユーザーガイドの作成の進捗や、サブプラッ

トフォームに合わせて、適宜、実施される予定である。 

3-3. モデルに関する

査読付き論文が国際

誌に少なくとも 2 編掲

載される。 

 現時点では、モデルに関する査読付き論文は国際誌に掲載されて

いないが、準備中の論文が複数ある。 

 

成果 4：Tuni 貯水池を対象に気候変動下における水質モデルが構築される。 

指標 達成状況 

4-1. モデルのユーザ

ーガイドが C/P 及びプ

ロジェクト研究者に

よって作成される。 

 モデルの西語ユーザーガイドが作成済みである。 

 C/P が、解説書をトレーニングマテリアルとして編集中であり、

完成間近である。 

4-2. 水質班の C/P が

UMSAの関係者に対し

て少なくとも 1 回モデ

ルセミナーを実施す

る。 

 2013 年 10 月以来、日本・ボリビアにおけるモデルセミナーにて

本プロジェクトで開発中の貯水池解析モデルの構成に関する解説

および、プログラムコードと入力データの取扱に関する説明を行

っている。 

 2014年 6月に、MMAyA環境次官室(VMA)がMMAyA技術者〔VMA

及び水資源・灌漑次官室(VRHR)所属〕に対して GRANDE モデル

セミナーを開催して、C/P がモデルの講習を実施した。 

 2014 年 8 月に、MMAyA の各次官室（VMA、VRHR、VAPSB）、

UMSA 研究者、学生を対象にモデルセミナーが実施され、JICA 長

期研修員も参加する予定である。 

 モデルセミナーは、ユーザーガイドの作成の進捗や、サブプラッ

トフォームに合わせて、今後も実施される予定である。 

4-3. モデルに関する

査読付き論文が国際

誌に少なくとも 2 編掲

載される。 

 現時点では、モデルに関する査読付き論文は国際誌に掲載されて

いないが、投稿中、準備中の論文が複数ある。 
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成果 5：ラパス市・エルアルト市への水供給を担う Tuni 貯水池流域を対象に気候変動下におけ

る水資源総合評価モデルが構築される。 

指標 達成状況 

5-1. 少なくとも 3 つの

GCM のアウトプット

に基づいて水資源の

将来展望が行われる。 

 モニタリングデータは、UMSA に設置されたデータサーバーに蓄

積されている。これらは段階的にデータカタログとして公開され

る予定である。 

 現在、暫定計算のアウトプットを解析している。水資源展望に関

する研究成果は、2014 年中にサーバーに収録する予定である。 

 

成果 6：成果 1～5 のモデルを活用し、ラパス市・エルアルト市における水資源管理情報や知見

が施政者に提供され、適応策が検討される。 

指標 達成状況 

6-1. ラパス市・エルア

ルト市の水資源関連

機関からの参加者を

集めた会議を少なく

とも年に 3 回実施す

る。 

 UMSA 及び MMAyA は、水資源プラットフォームに関する覚書の

締結に向けた調整を進めており、2014 年 2 月にプラットフォーム

予備会議を開催し、2014 年 5 月に MMAyA の GRANDE モデルセ

ミナーでプラットフォーム全体会議を開催した。2014 年 8 月中に

UMSA の学長と MMAyA の大臣が会談し、合意に至る見込みであ

る。その際には全体会議も開催される予定であり、実現すれば、

2014 年中の会議の回数は合わせて 3 回となる。 

 この他、UMSA と MMAyA の各次官室（VMA、VRHR、VAPSB）、

EPSAS 企画課、米州開発銀行(IDB)との間で適宜個別に会議を開

催している。 

 ラパス市・エルアルト市の水資源に関する情報共有やデータ提供

のため、EPSAS と UMSA との間で覚書の締結が必須である。ただ

し、EPSAS は度重なる組織改編があったこと、また経営再建中で

国の管理下にあることにより、覚書の締結の見通しは不透明であ

る。 

6-2. 水需要モデルの

ユーザーガイドが C/P

及びプロジェクト研

究者によって作成さ

れる。 

 ユーザーガイドの英語版が作成された。西語版は作成中であり、

近日中に完成する見込みである。 

6-3. WHO 又はボリビ

アの水質基準に基づ

いて少なくとも 10 の

代替水源について水

質検査が行われる。 

 飲用水源である Condoriri、Huayna Potosi 両氷河流域を含む様々な

水源において、重金属および病原微生物による汚染についての評

価を実施した。2010 年から 2013 年にかけて 28 地点において計 37

の試料を採取し、飲用水質基準となっている 17 種類の重金属濃度

および指標細菌（大腸菌群、大腸菌）を測定した。水質検査の対

象は最終的に 50 地点程度になる見込みである。 

 地下水についても、C/P が分析中である。 
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6-4. 気候変動シナリ

オ下の水資源評価モ

デルのアウトプット

が ラパス市・エルア

ルト市の水資源につ

いて協議を行う会合

にて共有される。 

 日本側研究者が 2013 年から GRANDE Report や各発表プレゼン資

料を用いて、成果を関連機関に普及している。 

 MMAyA は 2013 年 2 月及び 2014 年 6 月の 2 回、気候変動に対す

る水管理適応策に関するセミナーを主催した。このセミナーには、

MMAyA の環境次官室(VMA)の他、水資源・灌漑次官室(VRHR)、

EPSAS、SENAMHI も参加した。日本側研究者が基調講演の要請

を受け、実務者を対象として流域管理モデルを用いた気候変動の

影響評価手法について講義した。 

 2014 年 6 月に、MMAyA 環境次官室(VMA)が MMAyA 技術者に対

して GRANDE モデルセミナーを開催し、GRANDE モデル及び成

果の活用計画案の策定を協議した。現在、各機関と調整中である。

このセミナーにおいて、日本側研究者が、展望結果の一部と日本

での応用例を発表した。 

6-5. C/P 又はプロジェ

クト研究者が公開シ

ンポジウムにて発表

を行う。 

 2012 年 10 月に仙台市で第 1 回公開シンポジウムが開催された。 

 2014 年 8 月に第 2 回公開シンポジウムが開催される予定である。 

6-6. 広報資料及びデ

ータカタログが作成

される。 

 長期専門家が UMSA と共に HP を作成した。広報資料を作成中で

ある。 

 データカタログの第一稿が作成された。現在、内容確認中である。 

 

成果 1：成果 1 の 3 つの指標のうち、指標 1-3 は既に達成、指標 1-1 及び指標 1-2 も既にほぼ達成

されている。以上の指標の達成状況より、成果 1 はプロジェクト期間中に達成される可能性が高

いといえる。 

 

成果 2：成果 2 の 3 つの指標のうち、指標 2-3 は既に達成、指標 2-1、指標 2-2 も 2014 年 8 月中

に達成される予定である。以上の指標の達成状況より、成果 2 はプロジェクト期間中に達成され

る可能性が高いといえる。 

 

成果 3：成果 3 の 3 つの指標のうち、指標 3-1、指標 3-2 は 2014 年 8 月中に達成される予定であ

り、指標 3-3 もプロジェクト終了直後に達成される予定である。以上の指標の達成状況より、成

果 3 はプロジェクト終了直後に達成される予定である。 

 

成果 4：成果 4 の 3 つの指標のうち、指標 4-1 は既にほぼ達成、指標 4-2 も既に達成されており、

指標 4-3 もプロジェクト期間中に達成される可能性が高い。以上の指標の達成状況より、成果 4

はプロジェクト期間中に達成される可能性が高いといえる。 

 

成果 5：成果 5 の唯一の指標である指標 5-1 は、2014 年中に達成される予定である。指標の達成

状況より、成果 5 はプロジェクト期間中に達成される可能性が高いといえる。 

 

成果 6：成果 6 の 6 つの指標の達成状況は次のとおりである。指標 6-1、指標 6-3、指標 6-4、指

標 6-5 は既に達成されている。指標 6-2、指標 6-6 はプロジェクト期間中に達成される予定である。
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以上の指標の達成状況より、成果 6 はプロジェクト期間中に達成される可能性が高いといえる。 

 

なお、本プロジェクトに関連して発表された論文は、本プロジェクトが発行する「氷河減少に

対する水資源管理適応策モデルの開発」プロジェクト（Glacier Retreat Impact Assessment and 

National Policy Development ：GRANDE）Report という冊子に掲載されている。掲載論文は別添

資料 8 に示すとおりである。 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

MP に示された指標に基づいた、プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。  

プロジェクト目標：ボリビア国ラパス市・エルアルト市における気候変動に適応した水資源政

策策定を支援するシステムが開発され、右システムをもとに情報や知見が施政者に提供され、

適応策が検討される。 

指標 達成状況 

1. プロジェクト成果

が気候変動シナリオ

を考慮した水資源管

理政策や他のプロジ

ェクト又は研究者に

おいて言及ないし参

照される。 

 世界銀行(World Bank：WB)が環境・水資源省(MMAyA)の気候変

動室と共に実施した「熱帯アンデスの氷河後退の影響に関する適

応プロジェクト」(Proyecto de Adaptación al Impacto del Retroceso 

Acelerado de Glaciares en los Andes Tropicales：PRAA)において、本プ

ロジェクトの成果のうち、流域における土砂生産のモデルが引用

されている。PRAA から本プロジェクトに対して氷河インベント

リが提出され、本プロジェクトから PRAA には気候変動に応じた

ラパス市の斜面崩壊予測マップを提供した。 

 2012 年 7 月にラパス市議会からの依頼により、本プロジェクトの

日本側専門家がプロジェクトの内容について説明した。議会側か

らは、ラパスの水需給予測について高い関心が寄せられた。 

 2013 年 2 月に MMAyA の環境次官室(VMA)が主催した流域モデ

ルセミナーにおいて、本プロジェクトの専門家に講師の依頼があ

った。 

 2013 年 11 月に JCC に合わせて開催された技術セミナーにおいて、

本プロジェクトの成果が紹介された。 

 2014 年 6 月の流域モデルセミナーにおいて、本プロジェクトの専

門家が講師を務めた。 

2. 気候変動シナリオ

を考慮した水資源影

響評価モデルが水関

連機関への情報提供

ができる体制のある

IHH に導入される。 

 気候変動シナリオを考慮した水資源影響評価モデルは、既に IHH

に導入されている。 

 IHH は、水関連機関に対して情報提供ができる体制を段階的に構

築中である。雪氷グループの成果は既に情報提供できるようにな

っており、他のグループについても、グループに属する JICA 長

期研修員の帰国に合わせて、構築が完了する予定である。 

3. 上記モデルのアウ

トプットがウェブサ

 本プロジェクトは、流域水資源に関して、氷河消失時及び複数の

気候変動シナリオ〔既存の大気循環モデル(GCM)の出力値〕に対
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イトに公開される又

は電子媒体に記録さ

れ関連機関に配布さ

れる。 

する将来展望を整備している段階である。現在、検討に用いた気

候変動シナリオがまだ 1 ケースのみであり、より多くのシナリオ

（2014 年中に少なくとも 3 ケース）について検討を実施してから

アウトプットが公開される予定である。 

 氷河融解量の将来展望データについては、既に提供する準備がで

きているが、ウェブサイトで公開することは計画していない。 

 水文・気象モニタリングデータについては、データカタログによ

り段階的に公開する予定である。 

 現在は、各グループの成果を統合する最終段階でもあり、アウト

プットの公開に関するポリシー等を検討する必要がある。 

 研究上のアウトプットは、学術論文等の形で随時公開されている。 

 

プロジェクト目標の 3 つの指標の達成状況は次のとおりである。指標 1 は既に達成されている。

指標 2 は、「気候変動シナリオを考慮した水資源影響評価モデルが IHH に導入される」の部分は

既に達成されており、「水関連機関への情報提供ができる体制のある IHH」の部分はプロジェク

ト期間中に達成される予定である。指標 3 は、プロジェクト期間中に達成される可能性が高い。 

以上の指標の達成状況より、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に達成される可能性が高

いといえる。 

３－４ プロジェクト活動に対する貢献・阻害要因 

 ３－４－１ 貢献要因 

  (1) 研究者間のコミュニケーション改善に対する JICA 長期研修員の貢献 

JICA 長期研修員として来日した 8 名が、研究内容に精通し、かつ英語が使える人材であ

ったことにより、日本側とボリビア側とのコミュニケーションギャップを埋め、連絡を密に

する上で、極めて重要な役割を果たした。 

  (2) ボリビア側学術機関と公的機関との団結 

プロジェクトの実施を契機として、C/P 機関である UMSA と、国の省庁の 1 つである

MMAyA の間の交流が密になり、情報交換が促進された。ボリビアでは、UMSA のような学

術機関と、MMAyA のような公的機関とが共通の目標のために団結することは稀であったが、

本プロジェクトにおいてはこの両者はよく団結し、MMAyA から UMSA に対してプロジェ

クトの成果の提供を要請することにより、UMSA がセミナーを開催することを促進した。 

 ３－４－２ 阻害要因 

  (1) 東日本大震災による活動の停滞 

本プロジェクト開始後の 2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴い、日本側研究者 11

名の大部分が、所属先の建物への立ち入りを制限されたり、複数回の移転を余儀なくされた

りした。2011 年度上半期は震災の影響を受けて研究者所属先と JICA との契約も滞り、活動

の停滞を招いた。この要因は、その後の研究者の努力により克服された。 
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  (2) 観測機器の盗難・不具合 

プロジェクト初年度、流域内のモニタリングネットワークへの投入機材の設置に関して

現地住民から妨害される事態が起こり、設置が当初計画よりも遅れた。これは、プロジェク

トに対する抗議運動という位置付けではなく、現地機関の水利用に対する現地住民の不信感

に起因している。貯水池近くの農民には、自分たちに上水が供給されていない、目の前にあ

る水が全て町に流されているという不信感があった。そこで、プロジェクト活動に対する理

解が得られるまで投入機材の設置を控えることとした。長期専門家が通訳（西語⇔アイマラ

語等）を伴って現地住民にプロジェクトの目的を説明し、和解案について交渉を進め、現地

モニタリングの理解と承諾を得た。現在は、機材の監視を現地住民に委託するなど協力関係

を築きつつある。また、機材を設置するまでのリカバリ策として、まずは、作成したモデル

に他の氷河のデータを入力して試算を行い、計算結果を現実と比較することによってモデル

を修正していった。日本から機材を持ち込んで集中観測を行い、データの不足を補う対策も

取られた。 

Condoriri 氷河に設置された気象観測装置が 2012 年 10 月に盗難に遭い、観測を一時的に

中断せざるを得なかった。観測項目を絞り、盗難対策を施して 2013 年 8 月以降にモニタリ

ングを再開した。4 年目から雪氷班自体が Condoriri 氷河で観測して得たデータをモデルに

入力できるようになった。観測機器のデータ回収プログラムに不備があり、納品が遅れたこ

ともあったが、こちらの影響は小さかった。 

  (3) 現地活動への制約 

日本人研究者がボリビアを訪問した際、道路封鎖により目的地に到達できない場合もあ

った。治安の悪化により滞在予定を切り上げた研究者もいた。活動範囲の制限や滞在期間の

短縮により積み残しとなった現地活動上の課題は、次回以後の渡航に延期されることとなっ

た。結果的に、以後の活動に大幅な遅れは生じなかったものの、現地活動に制約がなければ、

活動がより早く進捗していた可能性がある。 

  (4) 自然環境への適応の難しさ 

本プロジェクトの対象であるラパス市・エルアルト市は標高 3,000～4,000m 程度であり、

氷河はさらに高い 4,500～4,900m 程度の高地にある。研究者によっては現地滞在中に高山病

にかかり、活動に制約を受けた。日本側研究者については、雨季の訪問で路面がぬかるんで

搭乗車輌がスタックしたり、氷河へ徒歩で接近することによる極端な疲労が生じて安静を余

儀なくされたりといった事態もあった。このような事態により、予定されていた現地活動上

の課題は、次回以後の渡航に延期されることとなった。結果的に、以後の活動に大幅な遅れ

は生じなかったものの、現地活動に制約がなければ、活動がより早く進捗していた可能性が

ある。 

３－５ プロジェクトの実施プロセスの検証 

 ３－５－１ 研究・技術開発課題に起因する不確実性 

本プロジェクトの事前評価時に、研究・技術開発課題に起因する不確実性が外部条件として

掲げられている。事前評価表には、「必要に応じ柔軟な活動計画の見直しや修正を行う。」との
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文言が記載されている。2012 年 11 月の中間レビュー調査において、プロジェクトの情報や知

見の政策・計画への反映に向けた道筋の明確化と準備が提言された。これを受けて、MP 及び

PO が修正され、新たに達成指標が設定された。 

 ３－５－２ ドナー間の協調 

フランス開発調査庁(Institute of Research for Development：IRD)は、本プロジェクトが対象と

する氷河を 20 年にわたって観測していた。本プロジェクトは、IRD の協力を得ることにより、

開始直後の観測データの欠落を補うことができた。IRD は本プロジェクトに対して、高山集水

域における気象学・雪氷学的観測に関する助言を行い、輻射計のキャリブレーションに必要な

データを提供した他、本プロジェクト開始時には、IRD が Condoriri 集水域に設置した雨量計 1

基及び対象 3 流域に設置した三角堰（各流域に 1 基）を IHH に無償で提供した。 

ボリビアの国家気候変動プログラム(National Climate Change Program：PNCC)のうち、WB の

資金投入を受けて実施されていたプロジェクトである「熱帯アンデスの氷河後退の影響に関す

る適応プロジェクト」(PRAA)から本プロジェクトに対して氷河インベントリが提出され、本

プロジェクトから PRAA には気候変動に応じたラパス市の斜面崩壊予測マップを提供した。

PRAA には、本プロジェクトの成果のうち、流域における土砂生産のモデルが引用されている。

PRAA はこのほど終了し、続編である PRAA2 が開始されることとなっている。 

 ３－５－３ ボリビア側の人的資源の不足 

本プロジェクトでは、日本側、ボリビア側双方の研究者が、雪氷、流出、土砂、水質、マネ

ジメントの 5 つの研究グループを構成して活動を実施した。これらのうち、土砂及びマネジメ

ントの両グループには、グループの専門性に合致する研究者がボリビア側に不足していた。土

砂グループについては、配置された C/P にある程度の基礎力はあったが、専門性が完全に一致

していなかったことから、応用力には不足があった。マネジメントグループについては、水資

源マネジメントを専門とする研究者がもともと UMSA に不在で、EPSAS 等の実務者の中にも、

英語が使えて十分なコミュニケーションが取れる人材は見出せなかった。 

これに対して、土砂グループについては、グループに属する複数のボリビア側研究者を浸食

担当と土砂輸送担当に分け、担当毎に日本側との交流を密にした。マネジメントグループにつ

いては、2012年 9月から新たに衛生・環境技術研究所（サン・アンドレス大学）（Institute of Sanitary 

and Environmental Engineering - UMSA：IIS）を C/P に追加し、水資源マネジメントに近い専門

分野の研究者をボリビア側からも投入することで、グループのボリビア側の能力強化を図った。

その結果、両グループが担当した活動も、成果を挙げることができた。 



 

－19－ 

第４章 5 項目による評価 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

気候変動に適応した水資源政策の立案は、ボリビア政府の重要な開発課題の 1 つである。本プ

ロジェクトの対象であるラパス・エルアルト都市圏は、熱帯氷河を重要な水源の 1 つとしている。

熱帯氷河は特に気候変動の影響を受けやすく、現に本プロジェクトが対象とする氷河は目に見え

て後退しており、水資源量が減少する恐れがある。一方、ラパス・エルアルト都市圏では地方か

らの人口流入が激しく水需要が増大しており、将来的に対策を講じなければ、深刻な事態を招く

可能性がある。2014 年初めに施行された法律 300 号「母なる大地ならびによく生きるための総合

的開発枠組法」に基づき、プロジェクト目標は水資源開発の課題に整合すると考えられる。  

本プロジェクトは、日本の対ボリビア ODA 政策とも一致している。外務省の「対ボリビア国

別援助方針」は、開発課題の 1 つとして「水と衛生」を掲げている。また、留意事項として、「ボ

リビアは、複雑な地形であるがゆえに気候変動の影響を受けやすく、近年、洪水、渇水、干ばつ

などの被害が多く、水・基礎衛生分野を含め、環境・気候変動を考慮した支援が必要である。」、

「援助を実施するに当たり、政府ベースの協力のみならず、我が国の技術を生かした官民オール・

ジャパンでの支援が重要である。」とも述べている。 

ボリビアの水資源政策の立案に対して、気候変動の影響を考慮した水供給に係る科学的知見を

提供するため、本プロジェクトを実施する意義は大きく、MMAyA からの期待も大きい。氷河流

域を対象として融解、流出、土砂、水質を統合したモデルの開発は世界でも例が少なく、雪氷を

水資源として利用する上で学術上の知見を有する日本は、その技術を生かして水資源問題の解決

に貢献していける。このような学術上の知見は、プロジェクトデザインにも活かされ、5 つの研

究グループを設置し、それぞれの研究上の役割や研究グループ相互の関係を明確にしたことは、

研究の方法として適切であったといえる。本プロジェクトは氷河からの融解水という水資源に特

化したものであるが、将来、ラパス・エルアルト都市圏の水資源政策を検討するに当たっては、

地下水を含む代替水源の評価も行う必要がある。 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクト目標の 3 つの指標の達成状況より、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に達

成される可能性が高いといえる。6 つの成果はプロジェクト目標の達成に貢献しており、プロジ

ェクト目標の達成は 6 つの成果によって引き起こされたものと判断される。最終的にプロジェク

ト目標を達成するためには、プロジェクト関係者が 6 つの成果の達成に向けた努力を続けるとと

もに、開発したモデルや予測結果の十分な説明を通じて、施政者が適応策を検討する上で参照す

るに足る情報や知見を提供すること、また施政者の側でも、日々蓄積・更新されていく情報や知

見に対して常に受入窓口を開いておくことが求められる。 
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本プロジェクトは研究プロジェクトであるため、目標達成までのプロセスが予見できるわけで

はない。これに対して、本プロジェクトは、必要に応じて柔軟な活動計画の見直しや修正を行っ

た。本プロジェクトの中間レビューにおいて、「MP 中の指標については、達成度を測るために適

切に設定されている、とは言えない。現時点での進捗の理解に基づく適切な指標設定は、2.5 年

後の現実的で実現可能な目標のイメージをプロジェクト関係者間で共有するためにも必要であ

る。」と指摘されている。これを受けて MP や PO が改訂された。改訂されたプロジェクト目標の

3 つの指標は、いずれも具体的なもので適切である。また、成果の指標として、雪氷、流出、土

砂、水質、水需要の各モデルについてユーザーガイドを整備すること、セミナーや会議を開催す

ること、モデルに関する査読付き論文が国際誌に掲載されることといった具体的な事項が掲げら

れたことも、上記の指摘に応えるものであり、プロジェクトの有効性を明確化するのに役立った。 

４－３ 効率性 

主としてプロジェクトの前半に、災害、自然環境、機器調達上の問題、政情不安といった要因

により活動に遅れが生じたため、本プロジェクトの効率性は中程度である。しかし、下記のよう

な厳しい制約の下で、プロジェクトの成果の大部分を達成したことは、関係者の多大な努力によ

るものであり、称賛されるべきである。 

 ４－３－１ 日本側からの投入の効率性 

本プロジェクト開始後の 2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴い、東北大学大学院工学研

究科の建物が使用停止になり、所属する研究者は、自宅待機や数度の研究室移転を余儀なくさ

れた。2012 年 1 月になり、ようやく仮設の研究棟を利用できるようになった。同理学研究科に

おいても、震災後 1 ヶ月程度建物が立入禁止になり、外部との通信やインターネットへの接続

が停止するといった影響があった。このような物理的な影響のみならず、震災の影響を受けて

契約更新が滞り（東北大学と JICA との契約は毎年更新となっていた）、2011 年 4 月からしばら

くの間、東北大学と JICA との契約が空白となる期間があったため、その間は会議が開催でき

なくなるといった影響もあった。 

供与機材のうち観測機器の調達は、関税当局と MMAyA との間で合意されていた免税措置が

末端の税関職員まで周知されていなかったため手続きに時間を要した。調達された機材の一部

には、調達業者の理解不足によるキャリブレーションの誤りといった不具合が散見された。さ

らに、所定箇所に設置された観測機材が盗難に遭ったり破壊されたりといった事態が生じた。

これらによる欠測については、別添資料 7 を参照されたい。氷河上に設置された観測機材まで

もが盗難に遭っている。これは計画的犯行と考えられることから、地元住民以外の者が犯行に

及んだ可能性もある。機器を頑丈に固定したり、一部の機器は地元住民に見守りを依頼したり

といった対策が講じられ、盗難は減少したが、氷河上や流路上に機器を完全に固定することや、

24 時間監視体制を敷くことは不可能であるため、根本的な対策は取られていない。機器の破損

については、嫌がらせの可能性もあったことから、長期専門家（業務調整員）が現地コンサル

タントの支援（西語⇔アイマラ語通訳等）の下に地元住民との間で対話を続け、どのような目

的で観測機器を設置するのかを粘り強く説明した結果、理解が得られた。このような経緯があ

るため、これらの観測機器から得られた観測データは、現在のところ 2 年分に留まっている。
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本プロジェクトでは、初期には他流域のデータを流用することでモデルの開発自体は行うこと

ができたが、開発されたモデルは、観測データの蓄積に伴って精度が向上するという性質を持

つため、より長期の観測データの蓄積があった場合と比較して、その精度は低くなることとな

った。 

2012 年 11 月の中間レビュー調査において、研究者間のコミュニケーションの向上が提言さ

れている。日本側研究者はいずれも大学に所属しているため、大学における本務に支障のない

範囲で可能な限り渡航回数を増やす努力を払った。一部の日本側研究者については渡航回数を

増し、他の日本側研究者についても各グループに複数名いる日本側研究者が時期をずらして渡

航したり、日本側研究者の指導を受けている JICA 長期研修員の渡航を増やしたり、JST の経費

負担により日本人学生をボリビアに渡航させるなど活動の効率を上げる工夫を行った。日本側

研究者は西語を話さず、ボリビア側研究者の一部は英語を話さないことから、長期専門家（業

務調整員）を介してコミュニケーションが図られていた。その後、JICA 長期研修員（いずれも

英語が話せる、後述）が活動に参加するようになり、日本側とボリビア側とのコミュニケーシ

ョンが著しく改善され、意思疎通に要する時間が大幅に短縮され、その時間を研究上の議論の

本質に充てることができるようになった。 

このような努力にもかかわらず、日本側研究者がボリビアの空港に到着した直後にデモが発

生して空港道路が封鎖されたり、現地活動中にデモ隊の襲撃を受けて搭乗車輌が破壊されたり

して、即時帰国を余儀なくされたことがあった。これにより積み残しとなった現地活動上の課

題は、次回以後の渡航に延期されることとなった。結果的に、以後の活動に大幅な遅れは生じ

なかったものの、現地活動に制約がなければ、活動がより早く進捗していた可能性がある。  

日本側研究者のボリビア渡航に当たっては、限られた時間の中でできるだけ多くの現地活動

を実施できるよう予定が立てられた。しかし、活動場所が高地で気候が寒冷という厳しい自然

環境の下、観測地点によっては車輌によるアクセスができず、降車後に数時間の登攀を必要と

するため、体調を崩す研究者もあり、当初予定よりも余裕をもった活動計画を立てることが必

要とされた。また、雨季には観測地点へのアクセス道路が泥濘化して搭乗車輌がスタックする

など活動を制限される事態も生じた。 

以上から、日本側からの投入の効率性は中程度に留まる。 

 ４－３－２ ボリビア側からの投入の効率性 

JICA 長期研修員として 8 名が選考され、2011 年 10 月の 2 名を皮切りに、2013 年 4 月までに

全員が来日し、日本側研究者の所属先大学に修士課程又は博士課程の学生として入学した。う

ち 3 名は既に日本の大学院の修士課程を修了し、ボリビアに帰国している。現在は、博士課程

に 2 名、修士課程に 3 名がそれぞれ在籍しており、本プロジェクト終了までに順次課程を修了

し帰国する予定である。選考に当たっては、専門分野の他、英語が使用可能であること、修士

課程入学者は学士の学位を有すること、博士課程入学者は修士の学位を有すること、帰国後は

引き続き本プロジェクトに関与することという条件を付してボリビア側で募集が行われたが、

これらの条件を満たす人材を発見するのに時間を要し、選考は予定よりも遅れた。  
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前述の厳しい自然環境は、ボリビア側研究者にとっても無視できるものではなかった。観測

地点への登攀の途中で転倒し、骨折した研究者もあった。これによって以後の活動に大幅な遅

れは生じなかったものの、このような事態がなければ、活動がより早く進捗していた可能性が

ある。 

MMAyA には人事異動が多く、その都度引継ぎが行われた。引継ぎはおおむね順調に行われ、

人事異動による効率性の低下はあまりなかったと言える。一方、EPSAS については、人事異動

のみならず組織改編が頻繁にあり、新任の担当者に対する情報共有に時間を要したため、日本

側研究者がボリビアに渡航した際の限られた時間のうち、本来の研究活動に投入できる時間を

減じることとなった。EPSAS からは、水質モニタリング等に係る統計データの提供が限定的で

あったため、本プロジェクトで必要となる水質データは、たとえ EPSAS が測定している項目で

あっても、プロジェクト側で別に測定したものを使用した。EPSAS からのデータの提供があれ

ば、水質の測定の一部を省略できた可能性がある。 

以上から、ボリビア側からの投入の効率性も中程度に留まる。 

４－４ インパクト 

本プロジェクトは、正のインパクトをもたらすと予測される。 

 ４－４－１ 研究成果に関するもの 

本プロジェクトは、世界でも最高標高にある首都圏であるラパス・エルアルト都市圏を対象

として、気候変動に伴う水資源の問題に取り組んだ初めてのケースである。標高の高い地域は

気候変動の影響が顕著に表れるため、類似の地域に対して先行的な研究であり、波及効果が期

待できる。 

本プロジェクトに関係する UMSA の研究者に対しては、水資源や気候変動に関する会議・セ

ミナーでの講演や発表依頼の件数が増えている。UMSA は既に、ラパス・エルアルト都市圏の

水源のうち本プロジェクトで対象とした氷河地域以外の水源や、他地域の水源について、本プ

ロジェクトと同様の研究を実施することを検討している。 

水資源プラットフォームでは、本プロジェクトの成果をこれら他ドナーへ提供することを含

め、研究成果の活用案を策定しようとしており、他ドナーによるプロジェクトの他、ボリビア

政府や MMAyA といった国内機関によるプロジェクト、UMSA に他大学を巻き込んだ研究プロ

ジェクトに、本プロジェクトの成果が活用される可能性もある。 

この他、研究成果を広くボリビアの研究者に知ってもらい、研究の輪を広げるため、研究者

向けの学校を設立する構想が UMSA から出されている。この構想はまだ具体化していないが、

実現すれば、ボリビア中で同様の研究の機運が高まることが期待される。 

 ４－４－２ 社会実装に関するもの 

本プロジェクトの社会実装の面において、MMAyA が主催する気候変動に対する水管理適応

策に関するセミナー（2013 年 2 月、2014 年 6 月）において日本側研究者が基調講演の要請を
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受け、実務者を対象として流域管理モデルを用いた気候変動の影響評価手法について講義した。

同講義によって伝えられた知見を基に、本プロジェクトで得られた知見の利用も促されると期

待される。 

 ４－４－３ 他のプロジェクトへの波及 

WB の資金投入を受けて実施されていた PNCC のプロジェクトである「熱帯アンデスの氷河

後退の影響に関する適応プロジェクト」(PRAA)に、本プロジェクトの成果のうち、流域にお

ける土砂生産のモデルが引用されている。PRAA の続編である PRAA2 にも、本プロジェクト

で得られた知見が利用されると期待される。 

 ４－４－４ その他のインパクト 

ボリビアでは、UMSA のような学術機関と、MMAyA のような公的機関とが共通の目標のた

めに団結することは稀であった。しかし、プロジェクト期間中、C/P 機関である UMSA と、国

の省庁の 1 つである MMAyA の間の交流が密になり、情報交換が促進された。この関係は、将

来、MMAyA にとっては、水資源問題の解決という自らが直面する課題を UMSA の力を借りて

解決する、UMSA にとっては、水資源問題という新しい研究課題を MMAyA に提供してもらう、

という双方にメリットのある関係に発展する可能性が高い。 

なお、負のインパクトは特に認められない。 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、主として次の 3 つの課題にかかっている。現時点ではこれらが未

解決であるため持続性は中程度であるが、これらが解決されれば持続性は高いと見込まれる。  

1. 組織面：プロジェクト成果を活用する EPSAS が、プロジェクトの成果であるモデルの信頼性

を高めるためにデータを提供すること、及び、水資源プラットフォームに参加すること。  

2. 組織面：UMSA や MMAyA 帰国する JICA 長期研修員が引き続き本研究に携わることができ

る場を提供すること。 

3. 技術面：本プロジェクトで開発されたモデルを他流域に適用していくに当たって、モデルの

適用限界や、適用先のローカルな条件を反映させるために必要な修正点といった工学的課題

を、ボリビア側が理解すること。 

 ４－５－１ 政策・制度面 

本プロジェクトで対象としたラパス・エルアルト都市圏の水資源政策の方向性、すなわち、

氷河水源の将来の水資源量を科学的根拠を持って予測すること、並行して代替水源を開発する

ことという基本方針は、本プロジェクト終了後も転換されない可能性が高く、政策・制度面に

問題は見当たらない。 

 ４－５－２ 組織面 

JICA 長期研修員 8 名のうち既に帰国した 3 名のうち、1 名は UMSA 工学部の予算により、2

名は炭化水素直接税(Impuesto Directo a los Hidrocarburos：IDH)を財源とする研究資金により、
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それぞれ UMSA に任期付研究員として任用されている。任期満了後も引き続き本研究に携わる

ことができるよう、指導教員である日本側研究者、派遣推薦元である UMSA 研究者とも努力し

ており、研究助手や補助教員として UMSA に残る、MMAyA に採用される、日本学術振興会

(Japan Society for the Promotion of Science：JSPS)のポストドクトラルフェローとして日本に再

留学する、といった進路が検討されている。最終的には UMSA の正規の研究者のポストに公募

採用される道も開けている。それ以外にも、本プロジェクトに参加した研究者は、本研究によ

り得られたモデルをはじめとする知見を学生に伝授し、若手研究者を育成していく意向を示し

ている。 

UMSA 及び MMAyA は、水資源プラットフォームに関する覚書の締結に向けた調整を進めて

いる。MMAyA は、UMSA が水資源プラットフォームにおいて研修を実施するよう要求してお

り、UMSA にはこれに応える用意がある。それ以外に大きな意見の相違はない。近日中に UMSA

の学長と MMAyA の大臣が会談し、表 ４-１に示す内容で合意に至る見込みである。なお、水

資源プラットフォームの中には、個別の具体的なテーマを議論するために、複数のサブプラッ

トフォーム（作業部会）が設置される予定である。 

表 ４-１ 水資源プラットフォームにおける UMSA と MMAyA との合意内容 

UMSA の責務 MMAyA の責務 

1. 融解量（率）の予測 

2. 水バランスの予測 

3. 貯水池の堆積の予測 

4. 貯水池及び表層水の水質の予測 

5. 上記 1-4 の結果をまとめた水資源評価モ

デル 

6. プラットフォームで、得られた知見をもと

に、水資源管理における気候変動適応策に

ついて関係機関と協議する 

7. プラットフォームとサブプラットフォー

ムに参加する技術者を任命する 

8. 上述した項目について必要なセミナー、ワ

ークショップ、イベントの開催に参加する 

9. 上述した項目について必要なセミナー、ワ

ークショップ、イベントを通じ、プロジェ

クトで開発した様々なモデルやツールに

ついて環境・水省の技術者に対し研修する 

10. サブプラットフォームで扱うテーマを提

言する 

1. MMAyA から、プラットフォームの活動の

ための技術者を任命する 

2. プラットフォームとサブプラットフォー

ムのために、各政府機関は技術者を任命す

る 

3. 政府の技術コーディネーターと UMSA の

科学技術コーディネーターとともに、関係

次官室を通じてサブプラットフォームで

扱うテーマを提言する 

4. （事業）投資や（事業）実施や調査地域の

水プロジェクトに関する環境・水省の情報

を提供する 

5. 普及、協議などのセミナー、ワークショッ

プ、イベントの開催に参加する 

6. GRANDE プロジェクトの情報（結果）の

適切な活用を保障する 

7. MMAyA や各次官室は、GRANDE プロジ

ェクトの成果など得られるプロダクトを

用いて、ニーズにしたがいプロジェクトを

策定する 

 

一方、EPSAS は、ラパス・エルアルト都市圏への水供給を担っているため、EPSAS が水資源

プラットフォームに参加し、本プロジェクトの成果を活用していける体制を整備することは、
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ラパス・エルアルト都市圏の水需給問題の解決にとって不可欠である。ただし、EPSAS は経営

再建中で国の管理下にあり、ラパス市・エルアルト市の水資源に関する情報共有やデータ提供

に関する覚書の締結の見通しは不透明である。 

この水資源プラットフォームには、JICA ボリビア事務所がオブザーバーという形で関わるこ

とになる見込みである。今後、気象・水文・水質の観測を継続する上で、現状維持、拡充、縮

小するべき観測項目が日本側研究者と UMSA との間で検討されている。将来の観測の管理や機

器更新に関する体制や IDH を中心とした活動の財源も今後検討される予定である。 

 ４－５－３ 財政面 

ボリビア政府は、IDH を気候変動問題の研究に投入する制度を 2009 年に整備した。この制

度は今後も継続される見込みである。IDH は安定した税収が見込まれている。UMSA には、IDH

を財源とする研究資金が投入されており、これを使用する研究プロジェクトは、1 年強に 1 回

の割合で募集されている。UMSAの研究者は、研究プロジェクトを計画して研究資金を申請し、

学内の選抜を経てこれを獲得することができる。UMSA は本研究の重要性を認識しており、本

プロジェクトの関係者が今後も継続して本プロジェクトに関連する研究資金を獲得していく

可能性は高い。また、観測機器の維持管理費に関しても同資金が活用される見込みである。  

 ４－５－４ 技術面 

本プロジェクトの活動の結果、氷河減少に対する水資源管理適応策モデルが開発された。観

測データの蓄積に伴って、モデルの精度が向上し、さらに、計算に用いる気候変動シナリオの

妥当性を検証できるようになる。そのため、本プロジェクト終了後も、観測を継続する必要が

ある。 

今後のモデルの運用は、IHH に設置されるサーバーを利用して行われることになる。ここで

は、観測データや研究成果の提供もあわせて実施される予定である。現在は構築途上であるた

めデータの公表には至っていないが、モデルの運用や、観測データや研究成果の提供を担当し、

サーバーを維持管理する知識や技術のある人員は既に確保されており、サーバーのバックアッ

プも化学プロセス開発研究所（サン・アンドレス大学）（Institute for Research and Development of 

Chemical Process - UMSA：IIDEPROQ）に置かれることになっている。 

このモデルは、現地の状況（地形・気象等の自然条件）をより反映し改良可能なオープンコ

ードであり、それぞれの流域向けに改良し適用することが可能である。また、氷河融解、流出、

土砂、水質に分割して利用することができ、例えば降雨量の変化に伴う水資源量の変化を予測

することができる。そのため、本プロジェクトの対象である流域以外の流域にも適用すること

ができる。ただし、モデルを他流域に適用していくに当たって、モデルの適用限界や、適用先

のローカルな条件を反映させるために必要な修正点といった工学的課題を、ボリビア側が理解

することが必要である。本プロジェクトに関係する UMSA の研究者は、プロジェクト終了後も

このような活動を自ら継続していくことを表明しており、そのために必要なノウハウもある程

度備えている。ただし、モデル自体に修正が必要になった場合、修正のために必要なプログラ

ミングの能力がボリビア側には十分でない恐れがあることから、上記の工学的課題に対して正
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しく対応していくためには、日本側がボリビア側の活動に対して適宜助言を与えていくことが

求められる。 

 ４－５－５ 社会・文化・環境面 

社会・文化・環境面に関して持続的効果を阻害する要因は見当たらない。本プロジェクトに

おいて、地元住民との間で対話を続け、どのような目的で観測機器を設置するのかを粘り強く

説明した結果、理解が得られたという経験がある。今後、新たに観測機器を設置する際には、

この経験が活用されることが期待される。 



 

－27－ 

第５章 研究課題別終了時評価報告書（JST 評価） 

５－１ 研究課題名 

氷河減少に対する水資源管理適応策モデルの開発（2010 年 4 月－2015 年 3 月） 

５－２ 研究代表者 

日本側研究代表者 ：田中 仁 （東北大学・大学院工学研究科・教授） 

相手国側研究代表者 ：Prof. Angel Alliaga（サン・アンドレス大学・水理水文研究所・教授） 

 

５－３ 研究概要 

本プロジェクトの上位目標は、首都地域の水源となっている氷河が地球温暖化により縮退して

いるボリビアを対象に、（１）気候変動に対応した水資源政策支援システムの構築 および（２）

2030 年代までのボリビアにおける水資源の展望と科学的知見の提供 により、気候変動に対する

水資源管理適応政策の立案に資することである。 

具体的には（１）流域の水文・気象を継続的にモニタリングする観測網の構築、（２）氷河融

解、流出、土砂移動、水質変化の解析モデルを統合した、水資源を質・量の両面から評価できる

水資源統合モデルの開発、（３）氷河縮退・消失とそれに伴う水資源展望を行い、政府機関に提示

する。さらに共同研究を通じて、水資源マネジメントに資する技術をボリビアに移転すると共に

必要な人材を育成し、気候変動に対する水資源適応策という長期的な課題にボリビアが自立的に

取り組める体制を強化することを目指す。 

５－４ 評価結果 

総合評価（Ａ－：所期の計画と同等の取組みが行われ、一定の成果が得られている）  

本プロジェクトは、ボリビアの世界でも有数の高地氷河地域を対象とした研究であり、高地ゆ

えに観測データの収集といった基礎的な研究活動にも困難がつきまとう環境で、首都圏の水源と

なっている Tuni-Condoriri 氷河と Huayna Potosi West 氷河を含む Tuni 貯水池流域において水文・

気象観測網を整備し、気候変動に対する氷河後退、河川流量、貯水池の土砂堆積と水質に関する

データセットを獲得した。 

さらに、モニタリングデータに基づいて、氷河融解モデル、流出モデル、土砂生産・運搬モデ

ル、貯水池水質モデルを構築し、水資源を質量の両面から評価できる水資源統合モデルを開発し

たことは、先駆的な研究として高く評価できる。 

一方、中間評価の段階で氷河の水源としての寄与が想定したよりも小さく、水資源としては、

この地域の降水(降雨・降雪)量の評価がより重要であることが明らかになったが、地球規模の気

候変動研究の現状ではこの地域の降水量変化の精度の良い予測が困難であることが判明し、長期

の水資源供給量を高精度で予測するには至らなかった。また、現業公共機関で水源管理適応策と

して活用されるとの見通しがまだ明確とはいえない。 
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以下に、評価項目における特筆すべき内容を列挙する。 

 ５－４－１ 地球規模課題解決への貢献 

【課題の重要性とプロジェクトの成果が課題解決に与える科学的・技術的インパクト】 

ボリビアのように氷河域を水源としている国、地域においては気候変動による氷河の縮退は、

水資源問題として極めて重要であると考えられていた。本研究により得られた、ラパス都市圏

の水源である上流の氷河域から消費地である都市圏までを科学的に解析する手法及びその解

析結果は当該地域における気候変動と水資源の関係を知る上で科学技術的にも社会的にも重

要な成果といえる。一方で、氷河自体からの水供給の割合が少なく、水源としては降水量がよ

り重要であることが判明したが、この地域での大気循環モデル(Global Climate Model：GCM)

の降水量についての予測誤差が大きいことなどから長期的な水資源変動の実用レベルでの予

測ができなかった。今後も観測を継続することにより将来的には GCM の降水量の予測精度改

善に促し、水資源変動の予測可能期間が広げられることを期待したい。 

【国際社会における認知、活用の見通し】 

アンデス高地における、水文・観測網の構築、氷河・積雪の融解、流出、水質モデルの開発

など、ユニークな成果を得ており、国際的にも高く評価されている。今後、GCM 開発機関へ

の観測データの提供・公開も含めて、積極的に情報発信することによりアンデス地域の降水量

の変動予測精度の向上に貢献することが期待できる。 

水収支や水資源の課題は環境の違いのほか社会的な面も含め地域的な特性を考慮する必要

があり、本研究で開発されたモデル等は対象地域に合せてチューニングされている為、近隣ア

ンデス諸国への活用という点も含め一般性が成り立つかには不確定さがある。一方で科学的な

水資源管理が重要であるという認識をボリビア国内はもとより発展途上国に広く伝える良い

モデルケースになり得ると思われる。 

【他国、他地域への波及】 

同じような状況にある隣接アンデス諸国（ペルー、エクアドル、コロンビア）の関心は高く、

セミナーやワークショップなどにより技術の展開、広域観測網の整備、連携研究体制の構築な

どに寄与できる可能性が大きいと考えられる。そのためには、プロジェクト終了後も引き続き

日本も支援することが必要と思われる。 

【国内外の類似研究と比較したレベル】 

従来のアンデス氷河研究のほとんどが過去の変動状況の報告であったのに対して、本研究で

は、系統的な観測を基に構築した氷河融解モデルのシミュレーションによって、現状での氷河

融解が水資源供給に与えている影響は 10％程度とそれほど大きくはないこと、予想される気温

上昇が続くと仮定した場合でも、Tuni-Condoriri 氷河と HuaynaPotosWest 氷河は今後 30 年間で

は消失しないこと、など地域特性を明らかにしたことは先駆的研究成果として評価できる。 

 ５－４－２ 相手国ニーズの充足 

【課題の重要性とプロジェクトの成果が相手国ニーズの充足に与えるインパクト】 

ボリビア政府の要請を受けて始まったこの研究は、研究体制の構築（人材育成、技術移管を
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含む）、観測網の構築に加え、ラパス市・エルアルト市の水源である、Tuni-Condoriri 氷河と

HuaynaPotosWest 氷河の水供給メカニズムを明らかにしたことに意義があろう。更に、降水量

及び気温などの気象予測が可能な範囲(現時点では短期にとどまるが)で水の供給量が精度よ

く予測できるようになり、上水道の運用に適用できるなど、相手国ニーズに適合した成果を挙

げている。一方、当初目的の、長期的な水資源政策への反映が困難なこと、支援ツールである

水資源管理適応策モデルが、上流から下流まで統一的にまとまったと言うにはまだ早い段階で

あることなどの課題が残されている。個別課題の成果をバラバラに相手国に渡しても、水資源

管理適応策として持続的に運用することは難しい為、最終段階で統合化に注力する事が望まし

い。 

【課題解決、社会実装の見通し】 

ボリビア側のカウンターパートは、当初、サン・アンドレス大学水理水文研究所と衛生研究

所が主であったが、研究の後半では環境・水資源省やラパス市・エルアルト市上下水道公社と

の連携が深まり、2014 年 10 月には、本プロジェクトの成果を受け継ぎ、発展させる組織とし

て大学と上記行政機関によって構成される「ボリビア水資源プラットフォーム」が設立された。

このプラットフォームが、成果の社会実装に向けて有効に機能することを期待したい。  

【継続的発展の見通し（人材育成、組織、機材の整備等）】 

JICA 長期研修員として日本の大学院修士・博士課程に留学したサンアンドドレス大学研究者

8 名が、各種モデル開発とその適用に関する研究を進める能力を身につけている。サン・アン

ドレス大学首脳も彼らが帰国後この分野で働ける地位につける配慮をする意向であり、彼らが

中心となって研究の継続的発展が進むことが期待できる。また、本プロジェクトの一つの成果

として設立された「ボリビア水資源プラットフォーム」が、研究の継続的発展と社会実装に有

効に機能する組織となることを期待したい。そのためにも日本側の引き続いての支援、連携が

望まれる。 

【成果を基とした研究・利用活動が持続的に発展していく見込み（政策等への反映、成果物の利

用など）】 

各種モデルの開発については講習会、トレーニング等も行われ、マニュアル等がスペイン語

で整備されていることから、部分的にではあっても、研究成果が持続的に活用される可能性は

高い。さらに本プロジェクト成果が「ボリビア水資源プラットフォーム」を通じて、政策に反

映されることが望まれる。 

 ５－４－３ 付随的成果 

【日本政府、社会、産業への貢献】 

日本の水管理技術の先進性を条件の異なる熱帯高地アンデス氷河地域においても示すこと

ができた。また、人的ネットワーク、氷河地域の水資源の解析など、高地にある国、都市など

の上下水道の整備に関する日本としての国際支援、技術、産業の展開にある程度寄与するもの

と思われる。 

【科学技術の発展】 

日本では経験することができない高地での観測が行われ、貴重なデータ、知見、経験が得ら
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れた。アンデス氷河の研究を、経験的研究から理論的モデル研究に発展させた点が評価される。

他方、地域別の水資源管理モデルは、その境界条件として、GCM からのダウンスケールを行

うため、そこから先を精緻化しても、GCM の誤差で予測精度が決まってしまうので、今後も

観測点を増やし継続的に観測を行いデータを蓄積することで本地域の GCM の精度を向上させ

ていく必要があろう。 

【世界で活躍できる日本人人材の育成（若手、グロバール化対応）】 

日本からの長期派遣者はいなかったが、かなり厳しい環境条件にも関わらす多くの学生を現

地に同行し観測等に従事させたり、ボリビアからの留学生を多く受け入れ研修を行ったことは

日本人学生のグローバル人材への育成と言う観点で評価できる。日本の学生や若手研究者の中

からスペイン語でも研究交流ができる人材が育つことを期待したい。 

【その他の具体的成果物（提言書、論文、プログラム、試作品、マニュアル、データなど）】 

モデルのマニュアル作成や学術雑誌への発表など多くの成果物を作成した。一方で、査読付

き論文において国際誌が 9 編、国内和文誌が 26 編と言う構成は、五年間の国際共同研究であ

ることを考えると必ずしも十分とは言えない。今後、特に国際誌への論文発表を期待したい。 

【技術および人的ネットワークの構築（相手国を含む）】 

ボリビアから 8 名もの留学生を受け入れており、今後のネットワーク構築に有効と思われる。

留学経験者の大部分は、ボリビアの大学、研究機関、政府機関その他の関連機関で職を得られ

る見通しである。ただし、ボリビア側の研究者はそれほど多くなく、特に中心的な役割を果た

してきた研究者は、他国あるいは他のプロジェクトに異動する可能性がないとは言えないよう

である為、本研究プロジェクトで形成された研究者/実務者ネットワークを、サン・アンドレス

大学に設置された「水資源プラットフォーム」の中で継続・拡大させることが望ましい。  

 ５－４－４ プロジェクトの運営 

【プロジェクト推進体制の構築（他のプロジェクト、機関などとの連携も含む）】 

研究開始直後に機材の盗難に遭ったこと、また東日本大震災により主研究期間である大学が

大きな被害を受けたことなど多くの困難があったにも拘わらず、ほぼ予定通りで進捗したこと

は推進体制が良く構築されていたことの証であると思われる。また、気象水文観測による基本

的データ取得と各種モデル開発に重点を置き、大学間の共同研究や人材育成は十分進んだが、

成果を反映すべき政策立案実施機関、すなわち現業機関（環境・水局や上下水道公社）との交

流が遅れたため、実施機関での研究成果に対する理解は十分とは言えないと思われる。持続性

を維持する上でも今後の課題と考えられる。 

【プロジェクト管理および状況変化への対処（研究チームの体制・遂行状況や研究代表者のリー

ダーシップ）】 

3.11 東日本大震災、ボリビア現地でのストライキ、住民の反対運動や観測機材盗難など、予

期しない困難に遭遇する中で、体制を維持し、研究を進めることができたのは研究代表者のリ

ーダーシップに依るところが大きく、評価できる。一方で、氷河自体の融解が水供給量に占め

る割合が小さく、降水量（降雨、降雪）の予測が重要であるとの知見が得られたが、その結果

をその後の研究計画に十分反映したとは言い難い。 
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【成果の活用に向けた活動】 

研究成果の実装を行う組織として国や地域の行政機関で構成される「水資源プラットフォー

ム」が立ち上ることになったことは、評価できるが、出来れば１年位前に立ち上げ、その運用

の道筋を付けることが出来ていればなお良かったと思う。ボリビアの現業機関に活用してもら

う努力はさらに必要ではないかと思われる。 

【情報発信（論文、講演、シンポジウム、セミナー、マスメディアなど）】 

モデル開発に関する技術移転や研究成果の活用などのためのセミナーや講演会を現地で適

宜開催している点は評価出来る。しかしながら、政府、現業機関に何をどう活用してもらうか

という意図を明確にした情報発信は十分とはいえない。また、論文発表は良く行われているが、

国際誌 9 編は、これが 5 年間の国際共同研究であることを考えるとやや少ないと考えられる。 

【人材、機材、予算の活用（効率、効果）】 

東日本大震災、現地ストライキ、関税問題による供与機材納入の遅れ、住民反対運動や機材

盗難など、研究計画が遅延する事態に遭遇したが、最終的には概ね当初計画に近い成果を上げ

ることができた。 

 ５－４－５ 今後の研究に向けての要改善点および要望事項 

今後、本プロジェクトの成果の活用と発展へ向けてキーとなるのは、観測が継続的になされ

ることは当然として、サン・アンドレス大学を中心に設立された「ボリビア水資源プラットフ

ォーム」が有効に機能するかどうかである。有効に機能させるためには、ボリビア側の自発的

措置が前提になるが、日本側の支援も不可欠だと考えられる。日本側の継続可能な支援体制を

構築していただき、ボリビアの水資源計画への反映など、社会実装に道筋をつけることが重要

である。さらに、当該地域の観測データを発信し、降水量予測の精度向上に寄与する事を期待

したい。 

一方、技術面では、解析・予測結果について誤差評価をきちんと行い表記すること、氷河の

移動（流下）を無視した影響評価と(必要ならば)その改善をすることが重要である。また、各

モデル（氷河融解、流出、土砂生産・輸送、水質）間の関係を明確に記述し、最終的に水資源

管理適応策モデルとしてどのように統合化するのか、道筋を明確にするのが望ましい。更にこ

れらを相手国の現業機関に明確に示すことによって、プロジェクト成果が活用されることを期

待したい。 
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図 ５-１ 成果目標シートと達成状況（2014 年 11 月時点） 
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第６章 結論 

６－１ 結論 

これまでに述べてきた知見及び評価より、次の結論が導かれる。 

 本プロジェクトは、必要に応じて柔軟な活動計画の見直しや修正を行った上で、成果 1～成

果 6 を達成しつつある。これにより、プロジェクト目標はプロジェクト期間中に達成される

可能性が高いといえる。 

 評価 5 項目に沿って検討した結果は次のとおりである。本プロジェクトの妥当性は高い。プ

ロジェクトの 6 つの成果は達成しつつあり、プロジェクト目標の達成に貢献しているため、

有効性は高い。日本側、ボリビア側とも投入の効率性は中程度であり、全体の効率性も中程

度である。本プロジェクトは、正のインパクトをもたらすと予測される。本プロジェクトの

持続性は、主として 3 つの課題にかかっており、現時点ではこれらが未解決であるため持続

性は中程度であるが、これらが解決されれば持続性は高いと見込まれる。 

 以上のことから、今後、持続性を高めるために、「５－５ 持続性」で述べた 3 つの課題を解

決することが望まれる。 

６－２ 提言 

本プロジェクト終了後にプロジェクトの効果を継続して発揮させるため、下記の行動をとるよ

う提言する。 

プロジェクト終了までに実施すべきこと 

(1) 水資源プラットフォームの設立規約においては、UMSA 及び MMAyA の活動内容が確認され

ているが、EPSAS やラパス市・エルアルト市その他の関係機関の参加及び役割分担・権限を

特定の文書で整理・合意することが望ましい。（UMSA 及び MMAyA） 

(2) 本プロジェクト終了後の C/P の活動、帰国した留学生（JICA 長期研修員）の活動、日本側が

フォローするべき項目を明確にすること。今後どのような活動を継続していくべきかを、関

係者全員が認識しておくべきである。また、帰国した留学生（JICA 長期研修員）が研究を継

続できるポストに就けるよう、個々の留学生について、誰（又はどの機関）がどのような支

援を行うのかを明確にしておくべきである。（UMSA 及び MMAyA、日本側研究者） 

(3) ボリビア側研究者が本プロジェクトの成果を積極的に公表、宣伝し、社会実装に結び付ける

よう努力すること。本プロジェクト終了後も、MMAyA の関係 3 次官室（VMA、VRHR、VAPSB）

や EPSAS に対して、UMSA 研究者が自らの研究成果を説明・発表し意見を聴取する場を設

けることが望まれる。（UMSA） 

(4) 本プロジェクトで実施された気象・水文・水質の観測を継続するに当たって、現状維持、拡

充、縮小するべき観測項目を確定するとともに、観測の管理や機器更新に関する責任分担の

体制を明確化すること（UMSA） 

 

プロジェクト終了後も継続的に実施すべきこと 
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(5) 本プロジェクトで開発されたモデルを他流域に適用していくに当たって、モデルの適用限界

や、適用先のローカルな条件を検討すること。（UMSA） 

(6) 本プロジェクトの成果を活用し、地下水や他流域水源を含む包括的な水資源計画の必要性を

理解し、水資源プラットフォームにおいて検討すること。（水資源政策関係者） 

６－３ 教訓 

(1) 本プロジェクトは SATREPS 案件であり、プロジェクト活動の大部分は研究によって占めら

れる。本プロジェクトは、必要に応じて柔軟な活動計画の見直しや修正を行ったために、活

動を実りあるものとすることができた。また、中間レビュー時にプロジェクト目標及び成果

の指標を見直して具体的な事項を掲げたことは、プロジェクトの有効性を明確化するのに役

立った。 

(2) 本プロジェクトの対象であるラパス市・エルアルト市は標高 3,000～4,000m 程度であり、氷

河はさらに高い 4,500～4,900m 程度の高地にある。雨季には観測地点へのアクセス道路が泥

濘化する。観測地点によっては車輌によるアクセスができず、降車後に数時間の登攀を必要

とする。プロジェクト関係者がこのような厳しい自然環境条件に適応できずに体調を崩した

り負傷したりすれば、以後のプロジェクトの進捗に影響する。このような事態を避けるため

には、現地活動について、当初はゆとりのあるスケジュールを組み、慣れるにつれてタイト

にしていくといった対策を取ることが有効であった。 

(3) 本プロジェクトでは、西語を解する研究者が日本側にはなく、ボリビアにも英語を解する研

究者は少なかった。日本の研究者がボリビアのような西語圏において相手国側と共同して研

究を進めるためには、言語の違いがコミュニケーション上の障害となる可能性が大きいため、

言語の違いを克服し、かつ研究内容に通じた人材が必要である。本プロジェクトにおいては、

JICA長期研修員の募集条件の 1つに英語が使用可能であることという項目があったことから、

選考された 8 名の JICA 長期研修員が、研究者間のコミュニケーションの改善に大いに貢献

した。 

(4) 今後、類似案件において社会実装を効率的に進めていくためには、研究成果を活用する側の

実務者も、広義の共同研究者としてプロジェクトの初期段階から巻き込むことが重要である。 

(5) 本プロジェクト開始当初、SATREPS の制度の詳細が明確ではなかったため、JICA、JST、大

学側の間で認識に齟齬があり、プロジェクトの円滑な実施が困難であった。今後のプロジェ

クト形成の際には、共通認識を十分に醸成する必要がある。 

(6) 観測機器の調達が、免税に関する問題から予定よりも遅れた。通常、機器を輸入する際には

関税が課税されるが、本プロジェクトの実施で供与される観測機器については免税とするこ

とで、関税当局と MMAyA との間で合意していた。しかしながら、末端の税関職員まで同合

意内容が周知されていなかったため手続きに時間を要した。今後の同様の輸入を行う際には、

C/P 機関等を通じて、税関当局に末端の税関職員にも合意内容を周知徹底させることが重要

である。 

プロジェクト初年度、流域内のモニタリングネットワークへの投入機材の設置に関して、不信

感を持った現地住民から妨害される事態が起こり、設置が当初計画よりも遅れた。今後、現地住

民の近隣に観測機材を設置する際には、現地住民の理解を得るために要する時間も見込んで研究

計画を検討することが必要である。 
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別添資料 1：MP Ver. 3 
 
OVERALL GOAL 

(The system of modeling, scientific insight and investigation results are applied to the formulation of policies of water supply under climate change scenarios. ) 
 
PROJECT PURPOSE 

Support system is developed for the formulation of water resource management policies under climate change scenarios, in the cities of La Paz and El Alto. The system is utilized to provide information 
and insight* to policy makers to formulate adaptation measures. 
Note: * the information and insight will be based on the evaluation of the impact on water resources in Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West Catchment by climate change 
 

OUTPUTS  
1.  Glacier melting model under climate change scenarios is developed for glaciers of Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West. 
 
2.  Runoff model under climate change scenarios is developed for Tuni Reservoir Catchment.  
 
3.  Model of erosion and sediment transport under climate change scenarios is developed in the basins of the glaciers of Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West. 
 
4.  Model of water quality for Tuni Reservoir under climate change scenarios is developed.  
 
5.  Model for the evaluation of the impact on water resources under climate change scenarios is developed in Tuni Reservoir Catchment for water supply to the cities of La Paz and El Alto. 
 
6.  Possible adaptation policies to climate change scenarios for water resources management are considered, applying the models developed by the results from 1 to 5 for the cities of La Paz and El Alto. 

 
ACTIVITIES  

1-1  To establish a hydro-meteorological observation system to be operated continuously in glaciers of Tuni-Condoriri and Huayna Potosi West. 
1-2  To monitor glacier melt in regional scale by satellite imagery such as LANDSAT and ALOS.  
1-3  To develop glacier melting models (multi-layer model and simplified model) utilizing data from 1-1 and 1-2. 
1-4  To apply and to validate the glacier melting model by applying observed data to permit establish the real water contribution from glacier to reservoir. 
1-5  To project glacier melting under climate change scenarios utilizing the developed model.  
1-6 To prepare and revise user guide and training materials for training for use of model which is indicated in 1-3.  
1-7 To hold model seminars to C/P using the training materials.  
 
2-1  To collect digital information in the Project Area in order to create integrated digital maps. 
2-2  To collect and compile meteorological data set of the Project Area. 
2-3  To install water level measurement equipment, to calculate discharge from glacier melting and to formulate Height – Discharge rating curves in 2 stations.  
2-4  To develop a runoff model with the precipitation and glacier melting volume as inputs.  
2-5  To validate the model developed in activity 2-4 based on observed data. 
2-6  To project future runoff under climate change scenarios utilizing the developed model.  
2-7 To assess the variation of long-term water cycle utilizing the developed model.  
2-8 To prepare and revise user guide and training materials for training for use of model which is indicated in 2-4.  
2-9 To hold model seminars to C/P using the training materials.  
 
3-1  To generate data of erosion and transport of sediment based on the time series of satellite imagery. 
3-2  To develop a sediment production model for snow and ice covered areas. 
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3-3  To develop a model on sediment transportation and sedimentation in Tuni Reservoir. 
3-4  To validate the developed models based on data of observation of sedimentation. 
3-5  To project sedimentation in reservoirs under climate change scenarios utilizing the developed model.  
3-6 To prepare and revise user guide and training materials for training for use of model which is indicated in 3-2 and 3-3.  
3-7 To hold model seminars to C/P using the training materials. 
 
4-1 To conduct periodical water quality observation in reservoirs and inflowing rivers with portable equipment and laboratory analysis. 
4-2  To modify the existing model of water quality in reservoirs and inflowing rivers in the Project Area. 
4-3  To validate the modified model based on observed date.  
4-4  To project water quality in reservoirs and inflowing rivers under climate change scenarios utilizing the developed model.  
4-5 To prepare and revise user guide and training materials for training for use of model which is indicated in 4-2.  
4-6 To hold model seminars to C/P using the training materials.  
 
5-1  To establish a data center in order to archive the obtained information by various institutions and to share it in a sustainable form under specific protocols. 
5-2  To develop a model on water resources evaluation which integrates the results of output 1 to 4. 
 
6-1  To prepare water demand scenarios based on population for the cities of La Paz and El Alto. 
6-2 To evaluate the water quality of existing and alternative water sources for the cities of La Paz and El Alto.  
6-3 To prepare and revise user guide and training materials for training for use of model which is indicated in 6-1.  
6-4 To hold model seminars to C/P using the training materials.  
6-5  To assist relevant institute and agencies to have periodical meetings for discussion on the water resources for the cities of La Paz and El Alto.  
6-6 To project water resources availability under climate change scenarios utilizing the developed models and provide the results to the Ministry of Environment and Water and other governmental 

institutions in charge of decision making.  
6-7 To provide the scientific insight in order that decision makers related to water discuss concrete policies of adaptation to climate change scenarios on water resource management. 
6-8 To discuss with decision makers about the adaptation policy to climate change scenarios on water resource management based on scientific insight obtained through 6-7. 
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別添資料 2：PO Ver. 3 
 

Activity 
 
 

FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 

1-1 To establish a hydro-meteorological observation system to 
be operated continuously in glaciers of Tuni-Condoriri and 
Huayna Potosi West. 

                    

1-2 
 

To monitor glacier melt in regional scale by satellite 
imagery such as LANDSAT and ALOS. 

                    

1-3 
 

To develop glacier melting model (multi-layer model and 
simplified model) utilizing data from 1-1 and 1-2. 

                    

1-4 To apply and to validate the glacier melting model by 
applying observed data. 

                    

1-5 To project glacier melting under climate change scenarios 
utilizing the developed model. 

                    

1-6 To prepare and revise user guide and training materials for 
training for use of model which is indicated in 1-3. 

                    

1-7 To hold model seminars to C/P using the training materials.                     
2-1 To collect digital information in the Project Area in order to 

create integrated digital maps. 
                    

2-2 To collect and compile meteorological data set of the Project 
Area. 

                    

2-3 To install water level measurement equipment at 2 points, to 
calculate discharge from glacier melting and to formulate 
Height-Discharge rating curves in 2 stations. 

                    

2-4 To develop a runoff model with the precipitation and glacier 
melting volume as inputs. 

                    

2-5 To validate the model developed in activity 2-4 based on 
observed data. 

                    

2-6 To project future runoff under climate change scenarios 
utilizing the developed model. 

                    

2-7 To assess the variation of long-term water cycle utilizing the 
developed model. 

                    

2-8 To prepare and revise user guide and training materials for 
training for use of model which is indicated in 2-4. 

                    

2-9 To hold model seminars to C/P using the training materials.                     
3-1 To generate data of erosion and transport of sediment based 

on the time series of satellite imagery. 
                    

3-2 To develop sediment production model for snow and ice 
covered areas.  

                    

3-3 To develop a model on sediment transportation and 
sedimentation in Tuni Reservoir . 

                    

3-4 To validate the developed models based on data of 
observation of sedimentation. 

                    

3-5 To project sedimentation in reservoirs under climate change 
scenarios utilizing the developed model.  
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Activity 
 
 

FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 

3-6 To prepare and revise user guide and training materials for 
training for use of model which is indicated in 3-2 and 3-3. 

                    

3-7 To hold model seminars to C/P using the training materials. 
 

                    

4-1 To conduct periodical water quality observation in reservoirs 
and inflowing rivers with portable equipment and laboratory 
analysis. 

                    

4-2 To modify the existing model of water quality in reservoirs 
and inflowing rivers in the Project Area.  

                    

4-3 To validate the modified model based on observed data.   
 

                    

4-4 To project water quality in reservoirs and inflowing rivers 
under climate change scenarios utilizing the developed 
model. 

                    

4-5 To prepare and revise user guide and training materials for 
training for use of model which is indicated in 4-2. 

                    

4-6 To hold model seminars to C/P using the training materials. 
 

                    

5-1 To establish a data center in order to archive the obtained 
information by various institutions and to share it in a 
sustainable form under specific protocols. 

                    

5-2 To develop a model on water resources evaluation which 
integrates the results of output 1 to 4. 

                    

6-1 To prepare water demand scenarios based on population for 
the cities of La Paz and El Alto. 

                    

6-2 To evaluate the water quality of existing and alternative 
water sources for the cities of La Paz and El Alto. 

                    

6-3 To prepare and revise user guide and training materials for 
training for use of model which is indicated in 6-1. 

                    

6-4 To hold model seminars to C/P using the training materials. 
 

                    

6-5 To assist relevant institute and agencies to have periodical 
meetings for discussion on the water resources for the cities 
of La Paz and El Alto. 

                    

6-6 To project water resources availability under climate change 
scenarios utilizing the developed models and provide the 
results to the Ministry of Environment and Water and other 
governmental institutions in charge of decision making. 

                    

6-7 To provide the scientific insight in order that decision 
makers related to water discuss concrete policies of 
adaptation to climate change scenarios on water resource 
management. 

                    

6-8 To discuss with decision makers about the adaptation policy 
to climate change scenarios on water resource management 
based on scientific insight obtained through 6-7. 
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別添資料 3：評価グリッド 
 
実績の検証 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方

法 大項目 小項目 
プロジェク

ト目標達成

度 

ボリビア国ラパス市・エルアル

ト市における気候変動に適応

した水資源政策策定を支援す

るシステム※が開発され、右シ

ステムをもとに情報や知見が

施政者に提供され、適応策が検

討される。 

プロジェクト成果が気候変動

シナリオを考慮した水資源管

理政策や他のプロジェクト又

は研究者において言及ないし

参照される。 

同左 政策や他のプロジェクトに本プ

ロジェクトの成果が言及ないし

参照された実績 
他の研究者が本プロジェクトの

成果を参照した実績 
研究成果の活用案又は活用に関

する覚書 

関係研究者の回答 
実施報告書 
他のプロジェクトの活動

記録 
MMAyA の回答 
研究成果活用に係る協議

記録 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 気候変動シナリオを考慮した

水資源影響評価モデルが水関

連機関への情報提供ができる

体制のある IHH に導入される。

同左 水資源影響評価モデルの IHH へ

の導入記録 
IHH における水資源影響評価モ

デルの運用体制・能力 

IHH 関係研究者の回答 
実施報告書 

 

  上記モデルのアウトプットが

ウェブサイトに公開される又

は電子媒体に記録され関連機

関に配布される。 

同左 モデルのアウトプットを公開し

ているウェブサイトの存在・運営

状況モデルのアウトプットを記

録した電子媒体の配布状況・作成

見込み 

関係研究者の回答 
実施報告書 

 

成果の達成

度 
成果 1：Tuni-Condoriri 氷河及

び Huayna Potosi 西氷河を対象

に気候変動下における氷河融

解モデルが構築される。 

モデルのユーザーガイドがC/P
及びプロジェクト研究者によ

って作成される。 

同左 ユーザーガイドの作成状況 関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 

文献調査 
インタビュー 
質問票 
文書提示依頼 

  雪氷班の C/P が UMSA の関係

者に対して少なくとも1回モデ

ルセミナーを実施する。 

同左 モデルセミナー実施記録 関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルセミナー実施報告

 

  モデルに関する査読付き論文

が国際誌に少なくとも2編掲載

される。 

同左 モデルに関する査読付き論文の

掲載数 
関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

 成果 2：Tuni 貯水池流域を対象

に気候変動下における流出モ

デルが構築される。 

モデルのユーザーガイドがC/P
及びプロジェクト研究者によ

って作成される。 

同左 ユーザーガイドの作成状況 関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 

 

  流出班の C/P が UMSA の関係

者に対して少なくとも1回モデ

ルセミナーを実施する。 

同左 モデルセミナー実施記録 関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルセミナー実施報告

 

  モデルに関する査読付き論文

が国際誌に少なくとも2編掲載

される。 

同左 モデルに関する査読付き論文の

掲載数 
関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルに関する査読付き

論文のリスト 
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 成果 3：Tuni-Condoriri 氷河流

域と Huayna Potosi 西氷河流域

における気候変動に伴う土砂

侵食・移動モデルが構築され

る。 

モデルのユーザーガイドがC/P
及びプロジェクト研究者によ

って作成される。 

同左 ユーザーガイドの作成状況 関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 

 

  土砂班の C/P が UMSA の関係

者に対して少なくとも1回モデ

ルセミナーを実施する。 

同左 モデルセミナー実施記録 関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルセミナー実施報告

 

  モデルに関する査読付き論文

が国際誌に少なくとも2編掲載

される。 

同左 モデルに関する査読付き論文の

掲載数 
関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

 成果 4：Tuni 貯水池を対象に気

候変動下における水質モデル

が構築される。 

モデルのユーザーガイドがC/P
及びプロジェクト研究者によ

って作成される。 

同左 ユーザーガイドの作成状況 関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 

 

  水質班の C/P が UMSA の関係

者に対して少なくとも1回モデ

ルセミナーを実施する。 

同左 モデルセミナー実施記録 関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルセミナー実施報告

 

  モデルに関する査読付き論文

が国際誌に少なくとも2編掲載

される。 

同左 モデルに関する査読付き論文の

掲載数 
関係研究者の回答 
実施報告書 
モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

 成果 5：ラパス市・エルアルト

市への水供給を担う Tuni 貯水

池流域を対象に気候変動下に

おける水資源総合評価モデル

が構築される。 

少なくとも 3 つの GCM のアウ

トプットに基づいて水資源の

将来展望が行われる。 

同左 水資源の将来展望が行われた実

績 
関係研究者の回答 
実施報告書 
発表論文 

 

 成果 6：成果 1～5 のモデルを

活用し、ラパス市・エルアルト

市における水資源管理情報や

知見が施政者に提供され、適応

策が検討される。 

ラパス市・エルアルト市の水資

源関連機関からの参加者を集

めた会議を少なくとも年に3回
実施する。 

同左 会議開催実績 関係研究者の回答 
実施報告書 
会議開催報告 

 

  水需要モデルのユーザーガイ

ドが C/P 及びプロジェクト研

究者によって作成される。 

同左 ユーザーガイドの作成状況 関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 

 

  WHO 又はボリビアの水質基準

に基づいて少なくとも 10 の代

替水源について水質検査が行

われる。 

同左 水質検査の実績 関係研究者の回答 
実施報告書 
水質検査記録 

 

  気候変動シナリオ下の水資源

評価モデルのアウトプットが 
ラパス市・エルアルト市の水資

源について協議を行う会合に

て共有される。 

同左 ラパス市・エルアルト市の水資源

について協議を行う会合の議題 
関係研究者の回答 
実施報告書 
ラパス市・エルアルト市

の水資源について協議を

行う会合の議事録 
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  C/P又はプロジェクト研究者が

公開シンポジウムにて発表を

行う。 

同左 公開シンポジウム実施記録 関係研究者の回答 
実施報告書 
シンポジウム実施報告 

 

  広報資料及びデータカタログ

が作成される。 
同左 広報資料の作成状況データカタ

ログの作成状況 
関係研究者の回答 
実施報告書 
広報資料 
データカタログ 

 

投入の実績 日本側投入 
A. 専門家派遣 
1. 短期専門家 
- 専門家：雪氷，流出，土砂，水質，マネジメントの 5 グループ

2. 長期専門家 
- 業務調整 
B. 各モデルの構築 
C. 本邦研修 
D. 供与機材等. 
- 気象観測機器（気温、風速、湿度、長短放射、アルベド）、降

雨降雪計、レーザープロファイラ、流量計、多項目水質計、デー

タセンター構築のためのサーバー、車両 
E. 在外事業強化費 
F. その他（セミナー・シンポジウム・学会参加等） 

投入量、投入の質及び時期は計画通

りだったか。 
時期、投入量、投入の質 実施報告書 

関係者へのインタビュー

結果 

文献調査 
データ提出依

頼 
インタビュー 
質問票 

 相手国側投入 
A. カウンターパート配置 
- カウンターパート(C/P)：気象・流量装置の設置及び運営。水質・

土砂の定期的観測。モデル運営 
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実施プロセスの検証 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

活動の実施 1-1 Tuni-Condoriri 氷河及び Huayna Potosi 西氷河にて、気象水文

観測網を設置し、継続観測を行う。（気温、風速、放射、アル

ベド、比温） 

・活動計画と実績とを比較する。 
・活動計画と実績とが異なる場合

は、その原因を確認する（例えば、

活動開始条件が満たされていなか

ったか、活動に必要な投入が不足し

ていたか、活動のための時間が不足

していたか、等）。 

・達成度、達成時期 
・PO に修正があった場合、その

理由や対応方法 
・活動ごとの主担当者 
・上記主担当を支援した関係者が

あった場合は、その関係者及び支

援した理由 
・活動相互間の関係（例えば、あ

る活動の達成が別の活動の開始

のための必要条件になっている

か） 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 1-2 LANDSAT や ALOS 等の衛星画像から雪氷域を把握し、氷河の

後退を広域的に観測する。 
  

 1-3 1-1 及び 1-2 のデータを基に雪氷融解モデル（多層モデル及び

簡易モデル）を開発する。 
  

 1-4 観測データ及び推定モデル 1-3 を基にシミュレーションを行

い、実地適用及び検証を行う。 
  

 1-5 気候変動シナリオに基づき、氷河融解モデルを使って将来展望

を行う。 
  

 1-6 モデルのユーザーガイドと研修材料を作成・改訂する。   
 1-7 C/P に対してセミナーを開催する。   
 2-1 対象地域の数値地図情報データの収集ならびに作成を行う。     
 2-2 対象地域の気象データの整備を行う。     
 2-3 流域河川の上下流２地点において水位計の設置と流量観測を

行い、水位―流量曲線を求める。 
    

 2-4 降雨と氷河融解量を入力値とする流出解析モデルを開発する。     
 2-5 観測データ及び推定モデル 2-4 を基にシミュレーションを行

い、実地適用及び検証を行う。 
    

 2-6 気候変動シナリオに基づき、流出解析モデルを使って将来展望

を行う。 
    

 2-7 開発したモデルを用いて、長期水収支の変動を評価する。     
 2-8 モデルのユーザーガイドと研修材料を作成・改訂する。     
 2-9 C/P に対してセミナーを開催する。     
 3-1 衛星の時系列画像を基に土砂侵食・流出データを収集する。     
 3-2 雪氷域における土砂侵食モデルを開発する。     
 3-3 Tuni 貯水池の土砂堆積・輸送モデルを開発する。     
 3-4 観測データ及び推定モデル 3-3 を基にシミュレーションを行

い、実地適用及び検証を行う。 
    

 3-5 気候変動シナリオに基づき、土壌浸食・移動モデルを活用し貯

水池の堆砂を展望する。 
    

 3-6 モデルのユーザーガイドと研修材料を作成・改訂する。     
 3-7 C/P に対してセミナーを開催する。     
 4-1 分析装置を整備し、流域河川の上下流において、継続的な水質

観測（濁度、水温、DO、pH、塩分、電気伝導度）を実施する。

また、他からのデータ入手を行う。 

    

 4-2 貯水池と河川の水質モデルを現地に適応できるように改良す

る。 
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 4-3 観測データ及び 4-2 のモデルを基にシミュレーションを行い、

実地適用及び検証を行う。 
    

 4-4 気候変動シナリオに基づき、貯水池と河川の水質モデルを活用

し、貯水池の堆砂を展望する。 
    

 4-5 モデルのユーザーガイドと研修材料を作成・改訂する。     
 4-6 C/P に対してセミナーを開催する。     
 5-1 各研究機関が収集・観測しているデータを集積するためのデー

タセンターを設置する。 
    

 5-2 成果 1～4 のモデルを統合した水資源総合評価モデルを開発す

る。 
    

 6-1 ラパス市・エルアルト市の人口増加に基づく水需要予測シナリ

オを作成する。 
    

 6-2 ラパス市・エルアルト市の代替水源の水質を評価する。     
 6-3 水需要予測モデルのユーザーガイドと研修材料を作成・改訂す

る。 
    

 6-4 C/P に対してセミナーを開催する。     
 6-5 ラパス市・エルアルト市の水資源について協議する定例会議の

開催を支援する。 
    

 6-6 成果 5 の水資源評価モデルにより将来の水資源を展望し、その

結果を水資源管理政策の策定に携わる関係者に提示する。 
    

 6-7 気候変動に対する水資源管理の具体的な適応策を現地水関係

機関が検討するための科学的知見を提供する。 
    

 6-8 科学的知見を基に気候変動に対する水資源管理の具体的な適

応策を現地関係機関と検討する。 
    

技術移転の

方法・内容 
技術移転の方法に問題はなかったか。 技術移転活動（現場指導、研修、セ

ミナー等）の時期、形態は妥当だっ

たか。 

技術移転活動（現場指導、研修、

セミナー等）に関する記録 
活動実績 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 技術移転の内容に問題はなかったか。 上記技術移転活動で扱われた内容

は妥当だったか。 
技術移転の内容に過不足はなかっ

たか。 

技術移転の内容に関する記録 
関係者の意見 

  

ステークホ

ルダーの関

係 

日本側専門家と UMSA との関

係は良好か。 
相互に信頼関係が醸成されてい

るか。相互の満足度は高いか。 
同左 関係者の意見 インタビュー結果 インタビュー 

質問票 
相互コミュニケーションは十分

に行われているか。 
同左 関係者間の相互のコミュニケー

ションの頻度 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 UMSA において、共同研究を行う体制を行う体制が十分に整備され

ているか。 
UMSA は、日本側専門家と共同で

研究を行う体制を構築できている

か。 

UMSA 側の人員配置、技術レベ

ル、 
プロジェクトの方針内容や、各関

係者の役割責任の関係者間での

共有、理解度 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

  UMSA 側の各研究班は、自班の研

究課題を理解しているか。 
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 各関係主体（UMSA、MMAyA、EPSAS）の関係者の役割分担、指

揮命令系統は明確か。連携、情報共有体制は良好か。 
指揮命令系統や役割分担ができる

体制が構築されているか。 
連携、情報共有体制は良好か。 

プロジェクト組織図 
組織図中の各関係者の位置付け

と役割 
関係者連絡会の記録 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

相手国実施

機関のオー

ナーシップ 

適切なカウンターパートが配

置されているか。 
十分な数の C/P が配置されてい

るか。 
C/P の配置人数は十分か。 
各レベルの C/P の本プロジェクト

どの程度関与していたか 

活動実績 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

  配置された C/P の専門分野、レベ

ルは適切か。 
同左    

  C/P は主体的にプロジェクト活

動に参加しているか。 
配置された C/P が研究活動や研修

に参加したか。 
研究活動や研修に参加した C/P は、

不明点があれば質問していたか。 

   

 UMSA はプロジェクトの活動状況を十分に把握しているか。 UMSA の関係研究者各人がプロジ

ェクトの活動状況を十分に把握し

ているか。 

UMSA のプロジェクト情報共有

体制 
関係者の意見 

インタビュー結果 インタビュー 
質問票 

 UMSA の研究予算は計画通り確保、支出されているか。 同左 財務状況 
プロジェクト経費実績 
関係者の意見 

実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

他ドナーと

の協調 
他ドナーとの協力関係はある

か。また協力内容の重複はない

か。 

世界銀行(WB) 他ドナーの協力内容や本プロジェ

クトとの協力関係 
WB については、特に熱帯アンデス

4 ヶ国氷河減少インパクト対応プ

ロジェクト(PRAA2)との連携 
IDB については、特に社会実装マス

タープラン（作成中）への研究成果

の反映 
IRD については、特に氷河に関する

情報の交換 

他ドナーの協力内容 
長期専門家の意見 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

米州開発銀行(IDB) 
 
 

   

フランス開発調査庁(IRD)    

阻害要因及

び貢献要因 
活動進捗、成果達成、目標達成

に阻害、貢献する要因はある

か。 

研究・技術開発課題に起因する不

確実性 
必要に応じ柔軟な活動計画の見直

しや修正が行われたか。 
関係者の意見 実施報告書 

インタビュー結果 
文献調査 
インタビュー 
質問票 

  その他の阻害、貢献要因はある

か。 
同左    

 
妥当性 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

必要性 プロジェクト目標とボリビア側（ターゲット・グループ）のニーズ

は一致しているか。 
同左 水資源開発計画、関連文書、関係

者の意見 
実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票  プロジェクト目標は対象地域・社会のニーズに合致しているか。 同左 水資源開発計画、関係者の意見 
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優先度 上位目標及びプロジェクト目標が国家開発計画、水資源開発計画、

その他の水資源関連政策に照らして妥当であるか。 
同左 水資源開発政策に係る文書 

関係者の意見 
水資源開発政策関連文書

インタビュー結果 
文献調査 
インタビュー 

 プロジェクト目標が日本の援助政策、JICA 国別事業実施計画に照ら

して整合性はあるか。 
同左 日本の援助政策（特に水資源セク

ター協力、対南米協力、対ボリビ

ア二国間協力に関係するもの） 

「ODA 大綱」「ODA 中

期政策」等援助政策文書

JICA 国別事業実施計画 

文献調査 

手段として

の適切性 
ボリビアの水資源分野の開

発課題に対する効果をあげ

る戦略として適切だった

か。 

プロジェクトのアプローチは適切で

あったか。 
同左 プロジェクト活動実績 

類似案件実績・評価 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票  他ドナーとの援助協調において、ど

のような相乗効果があったか。 
同左  

 日本の技術の比較優位性は

あるか。 
日本側専門家の水資源研究の経験が

活かされているか。 
水資源に関する過去の研究にて蓄

積された日本側専門家独自の技術、

知見、教訓が活用されているか。 

日本側専門家の水資源研究にて

蓄積された技術、知見、教訓 
関係者の意見 

インタビュー結果  

その他 事前評価以降、プロジェクト開始以降のプロジェクトを取り巻く環

境（政策、経済、社会など）の変化はあったか。 
同左 関係者の意見 関係文書 

インタビュー結果 
文献調査 
インタビュー 
質問票 

 
有効性 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

プロジェク

ト目標の達

成度 

プロジェクト目標はどの程度

達成されるか。（見込み） 
ボリビア国ラパス市・エルアルト市

における気候変動に適応した水資

源政策策定を支援するシステム※

が開発され、右システムをもとに情

報や知見が施政者に提供され、適応

策が検討される。 

プロジェクト目標の 3 つの指標が

達成されたか。 
実施報告書その他の文献におけ

るシステム開発の進捗に関する

記述 
実施報告書その他の文献におけ

るシステム運用に関する記述 
システム運用実績 
研究グループから施政者への報

告（案） 
情報や知見の伝達記録 
研究成果の活用案又は活用に関

する覚書の記述 

実施報告書 
関連報告書等 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

  プロジェクト目標の指標の設定は

適切か。 
ベースラインとの比較 ベースラインデータ 実施報告書 

関連報告書等 
文献調査 

因果関係 プロジェクトのアウトプットはプロジェクト目標達成に貢献してい

るか。（プロジェクト目標の達成はアウトプットによって引き起こさ

れたものか。） 

6 つのアウトプットが達成されれ

ばプロジェクト目標を達成すると

いう論理に無理がないか。 

アウトプットの指標 実施報告書 
関係者へのインタビュー

結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 その他プロジェクト目標達成のために必要な要因はあるか。 同左 実施報告書 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 研究・技術開発の途上で予見さ

れていなかった課題が出現し

た際に、柔軟に対応できたか。 

必要に応じ柔軟な活動計画の見直

しや修正が行われたか。 
どのような課題が出現したか、その

課題にうまく対応できたか。 
関係者の意見 実施報告書 

関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 

 プロジェクト目標達成の阻害・貢献要因は何か プロジェクト目標達成の阻害・貢献

要因の有無 
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効率性 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

アウトプット

の達成度 
アウトプットはどの程度達

成されたか。 
アウトプットは計画通り達成して

いるか。阻害要因があるとすれば何

か。 

実績と計画（目標値）の比較 
阻害要因の有無 

計画の達成度、時期 
関係者の意見 

プロジェクトのモニタリ

ング・評価 
報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 

  各アウトプットの指標の設定レベ

ルは適切か。 
指標の設定レベルの妥当性 現時点での達成度 

プロジェクト目標との因果関係 
 

因果関係 アウトプットを産出するた

めに必要十分な活動であっ

たか。 

Tuni-Condoriri 氷河及び Huayna 
Potosi 西氷河を対象に気候変動下

における氷河融解モデルが構築さ

れる。 

活動 1 の 3 つの指標が達成された

か。 
ユーザーガイドの作成状況 
モデルセミナー実施記録 
モデルに関する査読付き論文の

掲載数 

関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 
モデルセミナー実施報告

モデルに関する査読付き

論文のリスト 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

  Tuni 貯水池流域を対象に気候変動

下における流出モデルが構築され

る。 

活動 2 の 3 つの指標が達成された

か。 
ユーザーガイドの作成状況 
モデルセミナー実施記録 
モデルに関する査読付き論文の

掲載数 

関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 
モデルセミナー実施報告

モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

  Tuni-Condoriri 氷河流域と Huayna 
Potosi 西氷河流域における気候変

動に伴う土砂侵食・移動モデルが構

築される。 

活動 3 の 3 つの指標が達成された

か。 
ユーザーガイドの作成状況 
モデルセミナー実施記録 
モデルに関する査読付き論文の

掲載数 

関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 
モデルセミナー実施報告

モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

  Tuni 貯水池を対象に気候変動下に

おける水質モデルが構築される。 
活動 4 の 3 つの指標が達成された

か。 
ユーザーガイドの作成状況 
モデルセミナー実施記録 
モデルに関する査読付き論文の

掲載数 

関係研究者の回答 
実施報告書 
ユーザーガイド 
モデルセミナー実施報告

モデルに関する査読付き

論文のリスト 

 

  ラパス市・エルアルト市への水供給

を担う Tuni 貯水池流域を対象に気

候変動下における水資源総合評価

モデルが構築される。 

活動 5 の指標が達成されたか。 水資源の将来展望が行われた実

績 
関係研究者の回答 
実施報告書 
発表論文 

 

A
3-8

別
添
資
料
3



 

 

  成果 1～5 のモデルを活用し、ラパ

ス市・エルアルト市における水資源

管理情報や知見が施政者に提供さ

れ、適応策が検討される。 

活動 6 の 6 つの指標が達成された

か。 
会議開催実績 
ユーザーガイドの作成状況 
水質検査の実績 
ラパス市・エルアルト市の水資源

について協議を行う会合の議題 
公開シンポジウム実施記録 
広報資料の作成状況 
データカタログの作成状況 

関係研究者の回答 
実施報告書 
会議開催報告 
ユーザーガイド 
水質検査記録 
ラパス市・エルアルト市

の水資源について協議を

行う会合の議事録 
シンポジウム実施報告 
広報資料 
データカタログ 

 

 達成されたアウトプットか

ら見て投入の質、量、タイミ

ングは適切か。 

日本側専門家派遣人数、専門分野、

派遣時期、期間は適切か。 
同左 日本側専門家派遣実績 

関係者の意見 
実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 

 供与機材の仕様、種類、量、導入時

期は適切か。 
同左 納入機材リスト 

関係者の意見 
 

  本邦研修の派遣人数、資格、分野、

研修内容、研修期間、受入時期は適

切か。 

同左 研修員受入実績 
関係者の意見 

  

  ボリビア側の C/P の人数、配置状

況、能力は適切か。 
同左 C/P 配置状況 

関係者の意見 
  

  日本側の現地活動費は適切か。 同左 現地活動費実績 
関係者意見 

  

  ボリビア側の予算配分は適切か。 同左 プロジェクト経費 
関係者の意見 

  

コスト アウトプットは投入コストに見合ったものか。 投入金額に対してアウトプットが

極端に多く／少なくないか。 
専門家の現地日数に対する実働日

数の比率が極端に少なくないか。 

プロジェクト経費 
専門家の渡航及び現地活動の実

績 
関係者の意見 

実施報告書 
関連文書 

文献調査 

 プロジェクト目標の達成度は投入コストに見合ったものか。 投入コストに対してプロジェクト

目標の達成度が極端に高く／低く

ないか。 

   

プロジェクト

の実施プロセ

スの効率性に

影響を与えて

いる要因 

ローカル資源を有効に活用

しているか。 
既存の組織、施設などを有効に活用

しているか。 
同左 既存の組織、施設などの利用状況

関係者の意見 
実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

その他効率性を阻害した要因はあるか。 阻害、貢献要因の有無 関係者の意見   
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インパクト 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

社会実装への

貢献の見込み 
プロジェクトの研究成果は、今後

どの程度社会実装に繋がることが

見込まれるか。 

気候変動に適応した水資源政

策の検討に、本研究で得られた

モデル、科学知見、研究成果が

活用される。 

水資源評議会において、気候変動

の適応した水資源政策の検討に、

本研究で得られたモデル、科学的

知見、研究成果が活用される見込

みか。 
 
本研究で得られたモデル、科学的

知見、研究成果が他ドナーに活用

される見込みか。 
 

研究成果の活用案又は活用に関

する覚書 
他ドナーとの協議記録 
 
 

関係研究者の回答 
実施報告書 
他のプロジェクトの活

動記録 
MMAyA の回答 
研究成果活用に係る協

議記録 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 社会実装に向けた取り組みを推進・阻害する要因はあるか。 
 

阻害、貢献要因の有無 関係者の意見 実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

 

波及効果 UMSA が、プロジェクト対象以外

の水源について、同様の研究を実

施することを検討するか。 

UMSA が、ラパス・エルアル

ト都市圏の水源のうち、プロジ

ェクト対象の氷河地域以外の

水源について、同様の研究を実

施することを検討するか。 

同左 UMSA の講座又は各研究者の中

期的研究計画 
関係者の意見 

実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

 

  UMSA が、ラパス・エルアル

ト都市圏以外の地域の水源に

ついて、同様の研究を実施する

ことを検討するか。 

同左    

 その他の波及効果はあるか その他社会実装に伴う正負の

効果・影響があるか。 
正負の効果・影響の有無 関係者の意見   

プロジェクト

の貢献度 
インパクト発現に対するプロジェ

クトの貢献度は高いか。 
他のドナーとのデマケ、相乗効

果はあるか。 
同左 プロジェクトの貢献度   
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持続性 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

政策・制度面 ボリビアの水資源政策の方向性は協力終了後も転換されない可能

性は高いか。 
同左 水資源に関する政策レベルの計

画、戦略 
実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

組織面 関係主体（UMSA、MMAyA、EPSAS）の連携はプロジェクト終了

後も維持されるか。 
水資源評議会が継続的に開催され

る見込み。 
IHH-UMSA と EPSAS の間での情

報共有体制は整備されているか。 

水資源評議会を公式に承認する

覚書の締結見込み 
IHH-UMSAとEPSAS間の覚書の

締結見込み 
関係機関の組織体制 
関係機関の連携体制 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 
関係主体間の覚書 

 

  帰国研修員が、UMSA 内外におい

て本研究に関わるポストに就いた、

又は就く見込みか。 

関係者の意見 実施報告書 
インタビュー結果 

 

財政面 プロジェクトの活動継続に必要

な財源は確保されているか。 
UMSA の研究者に、研究資金が

提供される見込みがあるか。 
国家レベルの競争的研究資金制度

その他、UMSA の研究者が利用可

能な研究資金源が存在するか。 

研究資金制度 
関係者の意見 

実施報告書 
インタビュー結果 

 

  ボリビア政府は、科学技術研究

予算を将来も確保するか。 
同左 財務状況 

関係者の意見 
  

  炭素税その他の科学技術研究

予算の財源は確保されている

か。 

同左    

技術面 MMAyA が、必要に応じて政策・基準・ガイドラインなどを自助努

力で改訂していけるか。 
MMAyA に、必要に応じて政策・基

準・ガイドラインなどを改訂してい

く技術力及びマンパワーがあるか。 

関係者の意見 実施報告書 
インタビュー結果 

 

 UMSA による観測の継続、モデル運用、将来展望結果の提供、デ

ータの公開が持続的に行われるか。 
 

UMSA に、観測の継続、モデル運

用、将来展望結果の提供、データの

公開に必要な技術力及び人員配置

があるか。 
帰国研修員が、UMSA 内外におい

て本研究に関わるポストに就いた、

又は就く見込みか。 

   

 UMSA が、プロジェクトで得た経験・知見の他水源への適用に技

術面において貢献していけるか。 
   

社会・文化・

環境面 
社会・文化・環境面に関して持

続的効果を阻害する要因はある

か。 

惰弱なリスクグループへの配

慮はできているか。 
同左 関係者の意見 インタビュー結果  
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その他 
評価項目 評価設問 

判断基準 必要なデータ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

プロジェク

ト終了時ま

での留意点 

投入・活動・アウトプットの内容を再検討する必要があるか。 投入・活動・アウトプットの内容を

再検討する必要があるかについて、

専門家及び C/P にインタビューし

て判断する。 

関係者の意見 
関連情報 

PDM 
実施報告書 
インタビュー結果 

文献調査 
インタビュー 
質問票 

 今後、プロジェクト終了時までに留意していかなければならないこと

は何か。 
今後、プロジェクト終了時までに留

意していかなければならないこと

について、専門家及び C/P にイン

タビューして判断する。 

関係者の意見 実施報告書 
関連文書 
インタビュー結果 
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別添資料 4：関係研究者リスト 
 

(1) 日本側研究者 
班* 氏名 所属 期間 

1 山崎 剛 東北大学大学院理学研究科准教授 2009 年 6 月～現在 
1 風間 聡 東北大学大学院工学研究科教授 2009 年 6 月～現在 
1 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科特任助教 2009 年 8 月～現在 
2 真野 明 東北大学大学院工学研究科教授 2009 年 6 月～2012 年 3 月 
  東北大学災害科学国際研究所教授 2012 年 4 月～現在 

2 木内 豪 東京工業大学総合理工学研究科准教授 2009 年 6 月～2014 年 3 月 
  東京工業大学総合理工学研究科教授 2014 年 4 月～現在 

2 Dr. Liu Tong 東京工業大学総合理工学研究科特別研究員 2013 年 4 月～2014 年 5 月 
3 田中 仁 東北大学大学院工学研究科教授 2009 年 6 月～現在 
3 川越 清樹 福島大学共生システム理工学研究科准教授 2009 年 6 月～現在 
4 中野 和典 東北大学大学院工学研究科准教授 2009 年 6 月～2012 年 3 月 
  日本大学工学部准教授 2012 年 4 月～現在 

4 梅田 信 東北大学大学院工学研究科准教授 2009 年 6 月～現在 
5 奥村 誠 東北大学東北アジア研究センター教授 2009 年 6 月～2012 年 3 月 
  東北大学災害科学国際研究所教授 2012 年 4 月～現在 

5 真砂 佳史 東北大学大学院工学研究科助教 2009 年 6 月～2013 年 7 月 
  東北大学未来科学技術共同研究センター助教 2013 年 8 月～2013 年 9 月 
  東北大学未来科学技術共同研究センター准教授 2013 年 10 月～現在 
    

(2) JICA 長期研修員 
班* 氏名 所属 期間 

1 Mr. Pablo Fuchs 東北大学大学院工学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2011 年 10 月～2013 年 9 月 
1 Mr. Gonzalo Leonardini 東北大学大学院理学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2012 年 4 月～2014 年 3 月 
2 Ms. Fabiola Ledezma 東京工業大学大学院総合理工学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2010 年 10 月～2012 年 10 月

2 Mr. Vladimir Moya 東北大学大学院工学研究科博士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2011 年 10 月～現在 
3 Ms. Gabriela Sossa Ledemza 東北大学大学院工学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2013 年 4 月～現在 
3 Ms. Fabiana Mercado 福島大学大学院共生システム理工学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2013 年 4 月～現在 
4 Ms. Evelin Humerez 東北大学大学院工学研究科博士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2012 年 2 月～現在 
5 Mr. Gustavo Ayala Ticona 東北大学大学院工学研究科修士課程／サン・アンドレス大学(UMSA) 2013 年 4 月～現在 
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(3) ボリビア側研究者 
班* 氏名 所属 期間 

1 Prof. Edson Ramirez サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)副所長 2009 年 9 月～現在 
1 Prof. Javier Mendoza サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～2010 年 8 月 
2   2010 年 9 月～現在 
1 Prof. Andrés Burgoa Mariaca サン・アンドレス大学(UMSA)教授 2009 年 9 月～現在 
2 Prof. José Luis Montano サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～2012 年 8 月 
2 Prof. Ramiro Pillco サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～2010 年 8 月 
3   2010 年 9 月～現在 
2 Prof. José Antonio Luna サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2011 年 8 月～現在 
3 Prof. Angel Aliaga サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～現在 
3 Prof. Nestor Funes サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～現在 
4 Prof. Grover Rivera サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 
4 Prof. Edwin Astorga サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 
4 Prof. Francisco Bellot Alarcón サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2013 年 4 月～現在 
5   2012 年 8 月～現在 
4 Prof. Marcelo Gorritty サン・アンドレス大学化学プロセス開発研究所(IIDEPROQ-UMSA)教授 2009 年 9 月～現在 
5 Prof. Andrés Calizaya サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～現在 
5 Prof. Juana Mejia サン・アンドレス大学水理学研究所(IHH-UMSA)教授 2009 年 9 月～2012 年 3 月 
5 Prof. Oscar Paz Rada サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 
5 Prof. Jose Augusto Diaz サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 
5 Prof. Gregorio Carvajal Sumi サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 
5 Prof. Eufemia Briancon サン・アンドレス大学衛生・環境技術研究所(IIS-UMSA)教授 2012 年 8 月～現在 

*1 班：雪氷、2 班：流量、3 班：土砂、4 班：水質、5 班：マネジメント 
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別添資料 5：人的投入 

(1) 日本側研究者投入実績 
No. 氏名 本邦所属先 派遣開始日 派遣終了日 指導分野 日数

1 山崎 剛 東北大学大学院理学研究科 2010 年 5 月 8 日 2010 年 5 月 17 日 氷河融解モデル 10
2 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2010 年 5 月 8 日 2010 年 5 月 20 日 氷河融解モデル 13
3 中野 和典 東北大学大学院工学研究科 2010 年 5 月 8 日 2010 年 5 月 20 日 流域水質評価 13
4 真砂 佳史 東北大学大学院工学研究科 2010 年 5 月 8 日 2010 年 5 月 20 日 水資源マネジメント 13
5 川越 清樹 福島大学大学院共生システム理工学研究科 2010 年 5 月 8 日 2010 年 5 月 20 日 土砂生産モデル 13
6 木内 豪 東京工業大学大学院総合理工学研究科 2010 年 5 月 10 日 2010 年 5 月 21 日 水循環モデル 12
7 田中 仁 東北大学大学院工学研究科 2010 年 9 月 18 日 2010 年 9 月 27 日 土砂輸送モデル 10
8 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2010 年 9 月 18 日 2010 年 9 月 27 日 氷河融解モデル 10
9 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2010 年 9 月 18 日 2010 年 9 月 27 日 貯水池水質モデル 10

10 奥村 誠 東北大学アジア研究センター 2010 年 9 月 18 日 2010 年 9 月 27 日 水資源マネジメント 10
11 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2011 年 2 月 19 日 2011 年 2 月 28 日 氷河融解モデル 10
12 朝岡 良浩  東北大学大学院工学研究科 2011 年 9 月 13 日 2011 年 10 月 2 日 氷河融解モデル 20
13 木内 豪 東京工業大学大学院総合理工学研究科 2011 年 9 月 13 日 2011 年 9 月 26 日 水循環モデル 14
14 中野 和典 東北大学大学院工学研究科 2011 年 9 月 16 日 2011 年 9 月 25 日 流域水質評価 10
15 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2011 年 9 月 16 日 2011 年 9 月 29 日 貯水池水質モデル 14
16 田中 仁 東北大学大学院工学研究科 2011 年 9 月 24 日 2011 年 9 月 29 日 土砂輸送モデル 6
17 奥村 誠 東北大学大学院工学研究科 2011 年 9 月 24 日 2011 年 10 月 2 日 水資源マネジメント 9
18 朝岡 良浩  東北大学大学院工学研究科 2011 年 11 月 20 日 2011 年 12 月 10 日 氷河融解モデル 21
19 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2012 年 3 月 10 日 2012 年 3 月 24 日 貯水池水質モデル 15
20 川越 清樹 福島大学大学院共生システム理工学研究科 2012 年 3 月 11 日 2012 年 3 月 20 日 土砂生産モデル 10
21 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2012 年 7 月 17 日 2012 年 7 月 28 日 氷河融解モデル 12
22 真砂 佳史 東北大学大学院工学研究科 2012 年 7 月 17 日 2012 年 7 月 28 日 水資源マネジメント 12
23 川越 清樹 福島大学大学院共生システム理工学研究科 2012 年 11 月 10 日 2012 年 11 月 19 日 土砂生産モデル 10
24 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2012 年 11 月 17 日 2012 年 12 月 8 日 氷河融解モデル 22
25 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2012 年 11 月 20 日 2012 年 12 月 10 日 貯水池水質モデル 21
26 田中 仁 東北大学大学院工学研究科 2012 年 11 月 24 日 2012 年 11 月 29 日 土砂生産モデル 6
27 奥村 誠 東北大学災害科学国際研究所 2012 年 11 月 28 日 2012 年 12 月 6 日 水資源マネジメント 9
28 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2013 年 2 月 21 日 2013 年 3 月 3 日 氷河融解モデル 11
29 川越 清樹 東北大学大学院工学研究科 2013 年 3 月 10 日 2013 年 3 月 20 日 土砂生産モデル 11
30 木内 豪 東京工業大学大学院総合理工学研究科 2013 年 3 月 11 日 2013 年 3 月 21 日 水循環モデル 11
31 山崎 剛 東北大学大学院理学研究科 2013 年 6 月 14 日 2013 年 6 月 26 日 氷河融解モデル 13
32 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2013 年 6 月 15 日 2013 年 6 月 29 日 氷河融解モデル 15
33 真砂 佳史 東北大学大学院工学研究科 2013 年 6 月 19 日 2013 年 6 月 30 日 水資源マネジメント 12
34 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2013 年 8 月 5 日 2013 年 8 月 16 日 貯水池水質モデル 12
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35 中野 和典 日本大学工学部 2013 年 8 月 5 日 2013 年 8 月 16 日 流域水質評価 12
36 木内 豪 東京工業大学大学院総合理工学研究科 2013 年 9 月 14 日 2013 年 9 月 24 日 水循環モデル 11
37 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2013 年 10 月 12 日 2013 年 10 月 22 日 貯水池水質モデル 11
38 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2013 年 10 月 19 日 2013 年 10 月 28 日 氷河融解モデル 10
39 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2013 年 11 月 18 日 2013 年 11 月 29 日 氷河融解モデル 12
40 田中 仁 東北大学大学院工学研究科 2013 年 11 月 22 日 2013 年 11 月 28 日 土砂生産モデル 7
41 川越 清樹 福島大学大学院共生システム理工学研究科 2013 年 12 月 7 日 2013 年 12 月 14 日 土砂生産モデル 8
42 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2014 年 2 月 21 日 2014 年 3 月 6 日 氷河融解モデル 14
43 川越 清樹 福島大学大学院共生システム理工学研究科 2014 年 5 月 7 日 2014 年 5 月 18 日 土砂生産モデル 12
44 木内 豪 東京工業大学大学院総合理工学研究科 2014 年 5 月 20 日 2014 年 6 月 3 日 水循環モデル 15
45 梅田 信 東北大学大学院工学研究科 2014 年 6 月 17 日 2014 年 6 月 29 日 貯水池水質モデル 13
46 朝岡 良浩 東北大学大学院工学研究科 2014 年 6 月 19 日 2014 年 6 月 29 日 氷河融解モデル 11

556

(2) 短期研修員受入実績 
＜研修ベース＞

No. 氏名 所属先 主な研修先 研修分野
研修開始日

（出発日）

研修終了日

（帰国日）
日数

1 Prof. Edson Raminez IHH-UMSA 
・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・JICA 
氷河融解モデリング

2012 年 
10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 

2 Prof. Javier Mendosa IHH-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・名取川流域

・JICA 

流出モデリング
2012 年 

10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 

3 Prof. Nestor Funes IHH-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・名取川流域

・福島大学

・JICA 

土砂モデリング
2012 年 

10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 

4 Prof. Ramiro Pillco IHH-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・福島大学

・JICA 

土砂土モデリング
2012 年 

10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 

5 Prof. Gregorio Carvajal IIS-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・名取川流域

・JICA 

水質モデリング

水資源マネジメント

2012 年 
10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 
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6 Prof. Francisco Bellot Alarcón IIS-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・名取川流域

・JICA 

水質モデリング

水資源マネジメント

2012 年 
10 月 12 日

2012 年 
11 月 1 日

21 

7 Prof. Francisco Bellot Alarcón IIS-UMSA ・東北大学大学院工学研究科

・三春ダム
貯水池水質解析モデル

2014 年 
1 月 16 日

2014 年 
1 月 26 日

11 

8 Prof. España Vasquez Carlos David IIS-UMSA ・東北大学大学院工学研究科

・三春ダム
貯水池水質解析モデル

2014 年 
1 月 16 日

2014 年 
1 月 26 日

11 

9 Prof. Marcelo Gorritty IIDEPROQ-UMSA ・東北大学大学院工学研究科

・三春ダム
貯水池水質解析モデル

2014 年 
1 月 16 日

2014 年 
1 月 26 日

11 

10 Prof. Nestor Funes IHH-UMSA ・福島大学

・東北大学大学院工学研究科
土砂モデリング

2014 年 
6 月 5 日 

2014 年 
6 月 15 日

11 

11 Prof. José Antonio Luna IHH-UMSA 
・東京工業大学大学院総合理工学研究

科

・宮ヶ瀬ダム

流出モデリング
2014 年 

6 月 20 日

2014 年 
6 月 30 日

11 

12 Prof. Javier Mendosa IHH-UMSA 
・東京工業大学大学院総合理工学研究

科

・宮ヶ瀬ダム

流出モデリング
2014 年 

6 月 20 日

2014 年 
6 月 30 日

11 

192 
＜出張ベース＞

No. 氏名 所属先 主な研修先 研修分野
研修開始日

（出発日）

研修終了日

（帰国日）
日数

1 Prof. Marcelo Gorritty IIDEPARQ-UMSA 東北大学大学院工学研究科 貯水池水質モデリング
2010 年 

8 月 16 日

2010 年 
8 月 29 日

14 

2 Prof. Edson Ramirez IHH-UMSA 

・第 4 回 ALOS 国際シンポジウム 
・電力中央研究所

・気象研究所

・東北大学大学院工学研究科

氷河融解モデリング
2010 年 

11 月 11 日

2010 年 
11 月 27 日

17 

3 Prof. Ramiro Pillco IHH-UMSA 

・福島大学

・電力中央研究所

・気象研究所

・東北大学大学院工学研究科

土砂流出モデリング
2010 年 

11 月 11 日

2010 年 
11 月 27 日

17 

4 Prof. Juana Mejia IHH-UMSA 

・東北大学大学院工学研究科

・東北アジア研究センター

・東京工業大学大学院総合理工学研究

科

水資源マネジメント
2011 年 
1 月 6 日 

2011 年 
1 月 20 日

15 
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5 Prof. Edson Ramirez IHH-UMSA 

・RESTEC 
・JAXA つくば宇宙センター 
・東京工業大学

・福島大学

・東北大学大学院工学研究科

氷河融解モデル
2011 年 

7 月 20 日

2011 年 
8 月 14 日

26 

6 Prof. Ramiro Pillco IHH-UMSA 

・RESTEC 
・JAXA つくば宇宙センター 
・東京工業大学

・福島大学

・東北大学大学院工学研究科

土砂流出モデル
2011 年 

7 月 20 日

2011 年 
8 月 14 日

26 

7 Prof. Carlos España UMSA 
・東北大学大学院工学研究科

・東北大学川渡共同セミナーセンター

・JICA 

水資源マネジメント

（GRANDE International 
Symposium 
参加・プロジェクト協議）

2012 年 
10 月 15 日

2012 年 
10 月 24 日

10 

8 Mr. Carlos Ortuno MMAyA 
・東北大学大学院工学研究科

・名取川流域

・JICA 

水資源マネジメント

（GRANDE International 
Symposium 
参加・プロジェクト協議）

2012 年 
10 月 17 日

2012 年 
10 月 24 日

8 

133 

(3) 長期研修員受入実績 

No. 氏名 所属先 研修先 研修分野 日本到着日 日本出発日

1 Ms. Fabiola Ledezma UMSA 東京工業大学大学院総合理工学研究科修士課程 水循環モデル 2010 年 9 月 15 日 2012 年 10 月 31 日 

2 Mr. Pablo Fuchs UMSA 東北大学大学院工学研究科修士課程 氷河融解モデル 2011 年 7 月 18 日 2013 年 10 月 5 日 

3 Mr. Vladimir Moya UMSA 東北大学大学院工学研究科博士課程 流出モデル 2011 年 7 月 18 日 2014 年 9 月 30 日（予定） 

4 Ms. Evelin Humerez UMSA 東北大学大学院工学研究科博士課程 貯水池水質モデル 2012 年 1 月 18 日 2015 年 3 月 31 日（予定） 

5 Mr. Gonzaolo Leonardini UMSA 東北大学大学院理学研究科修士課程 氷河融解モデル 2012 年 3 月 12 日 2014 年 3 月 29 日 

6 Mr. Gustavo Ayala UMSA 東北大学大学院工学研究科修士課程 水資源マネジメント 2012 年 7 月 4 日 2015 年 3 月 31 日（予定） 

7 Ms. Gabriela Ledezma UMSA 東北大学大学院工学研究科修士課程 土砂輸送・堆積モデル 2012 年 7 月 4 日 2015 年 3 月 31 日（予定） 

8 Ms. Fabiana Mercado UMSA 福島大学大学院共生システム理工学研究科修士課程 土砂生産モデル 2012 年 12 月 12 日 2015 年 3 月 31 日（予定） 
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別添資料 6：機材リスト 
(1) 供与機材 

No. 種別 供与機材 設置場所 機材到着日 利用状況 備考

1 現地調達 気象観測装置 各流域 2011 年 3 月 29 日 観測中 2010 
2 現地調達 3D スキャナー 水理学研究所 2011 年 3 月 21 日 使用中

3 現地調達 GPSR 水理学研究所 2011 年 3 月 21 日 使用中

4 現地調達 パソコン、カメラなど 水理学研究所 2011 年 3 月 15、16 日 使用中 
5 現地調達 ボート 各流域 2011 年 3 月 21 日 使用中

6 現地調達 温湿度計 各流域 2011 年 3 月 22 日 使用中

7 現地調達 多項目水質計 水理学研究所 2011 年 3 月 29 日 使用中

8 現地調達 水温計 各流域 2011 年 3 月 29 日 使用中

9 現地調達 水位計 各流域 2011 年 3 月 29 日 使用中

10 現地調達 流速計 水理学研究所 2011 年 10 月 30 日 使用中 2011 
11 現地調達 氷河観測機材 各流域氷河 2011 年 12 月 12 日 設置・観測中

12 現地調達 pH 計 水理学研究所 2011 年 12 月 13 日 使用中

13 現地調達 流速計算ボード 水理学研究所 2012 年 3 月 6 日 使用中

14 現地調達 サーバーPC 類 水理学研究所 2012 年 3 月 15 日 使用中

15 現地調達 分析用冷蔵庫 水理学研究所 2012 年 3 月 23 日 使用中

16 現地調達 観測用車両 水理学研究所 2013 年 2 月 4 日 使用中 購入：2012/03/10
17 現地調達 土壌湿度計 水理学研究所 2012 年 10 月 5 日 使用中 2012 
18 現地調達 水位計 各流域 2012 年 10 月 5 日 使用中

19 現地調達 電子天秤 IHH 2013 年 6 月 17 日 IHH において使用中 2013 
20 現地調達 コンピューター IHH 2014 年 3 月 7 日 IHH において使用中

21 現地調達 ディスドロメーター Huayna Potosi 2014 年 3 月 17 日 設置・観測中

(2) 国内研究設備・機材 
No. 機材 設置場所 機材到着日 利用状況

1 Arc GIS 東北大学大学院工学研究科 2010 年 2 月 23 日 Tuni 流域における数値地図情報の解析に使用 
2 赤外線カメラ 福島大学 2010 年 4 月 20 日 表面土壌の水分の測定 
3 ワークステーション 東北大学大学院理学研究科 2010 年 8 月 23 日 氷河融解研究のデータ処理 
4 携行型分光放射計 東北大学大学院工学研究科 2012 年 1 月 10 日 衛星画像による雪氷域抽出のための分光反射計測に利用

5 ワイパー式メモリークロロフィル濁度計 東北大学大学院工学研究科 2012 年 2 月 1 日 河川の濁度観測に利用 
6 小型メモリー濁度計 東北大学大学院工学研究科 2012 年 2 月 7 日 河川の濁度観測に利用 

(3) ボリビア側投入機材 
No. 機材 設置場所 機材到着日 利用状況

1 雪氷用レーダー IHH-UMSA 2013 年 9 月 20 日 IHH において使用中
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別添資料 7：設置機材概要 
 

(1) コンドリリ流域 
       

【気象】 
場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 

氷河 気象観測機材一式 1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 
日射 

モデル構築 2012.1.17-2.10 
2012.9.27-2013.8.8 

バッテリー不足、盗難

  1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 
日射、積雪高 

モデル構築 2012.2.10-3.8 
2012.9.27 以降 

ロガー故障、盗難 

モレーン 温湿度計 1 気温、湿度 モデル構築 2013.12.7-2014.2.7 メモリー不足 
 トータライザー 1 降水量 モデル構築 不規則  
氷河湖（青） トータライザー 1 降水量 モデル構築 不規則  
堰 温湿度計 1 気温、湿度 モデル構築 なし  
湿地 気象観測機材一式 1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 

日射、カメラ 
モデル構築 なし  

       
【水文】 

場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 
氷河湖（白）水路 水位計 2 水位 モデル構築 2013.9.4-11.4 機材不良 
氷河湖（ピエゾメーター） 水位計 1 地下水位 モデル構築 なし  
堰 水位計 2 水位 モデル構築 2013.9.4-11.6 機材不良 
湿地（ピエゾメーター）上 水位計 1 地下水位 モデル構築 なし  
湿地（ピエゾメーター）下 水位計 1 地下水位 モデル構築 なし 破損 
      

(2) トゥニ貯水池 
       

【気象】 
場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 

トゥニ貯水池湖畔 気象観測機材一式 1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 
日射、雨水集水装置 

モデル構築 2012.5.12-18 
2013.11.5-2014.2.6 

メモリー不足 

       
【水文】 

場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 
コンドリリ導水路流入口 水位計 1 水位 モデル構築 2012.2.9-4.21 

2012.6.27-8.22 
2013.11.1-2014.2.5 

機材不良、破損 
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 水温計 1 水温 モデル構築 2012.2.9-4.21 
2012.6.27-8.22 
2013.9.18 以降 

機材不良、盗難 

ワイナポトシ導水路流入口 水位計 1 水位 モデル構築 2011.10.27-12.6 
2012.8.8-12.18 
2013.11.1-12.10 

破損、メモリー不足、

水量なし 

 水温計 1 水温 モデル構築 2011.10.27-12.6 
2011.12.6-2012.1.13 
2012.4.21-5.18 
2012.6.15-2012.12.18

破損、メモリー不足、

水量なし 

トゥニ流域堰 水位計 1 水位 モデル構築 2012.10.26-12.6 
2012.8.8-8.22 
2013.9.19-12.10 

機材不良、破損、 
メモリー不足 

 水温計 1 水温 モデル構築 2012.10.26-12.6 
2012.6.15-8.22 
2013.9.19-12.10 

機材不良、盗難、 
メモリー不足 

トゥニ貯水池（大） 水温計 26 水温 モデル構築 2011.9.3-11.19 機材不良 
      

(3) ワイナポトシ流域 
       

【気象】 
場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 

氷河 気象観測機材一式 2 降水量、気温、湿度、風向、風速、 
積雪高、日射 

モデル構築 2012.3-1-2012.5.3 
2014.1/8-2/2 

機材不良 

モレーン 温湿度計 1 気温、湿度 モデル構築 なし  
 トータライザー 1 降水量 モデル構築 不規則  
湿地 気象観測機材一式 1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 

日射、ディスドロメーター 
モデル構築 2011/11/25-12/3 

2012/3/23-4/12 
バッテリー不良 

       
【水文】 

場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 
氷河湖水路 水位計 2 水位 モデル構築 なし  
 濁度計 1 濁度 モデル構築 2012.6.29-7.2 

2012.7.25-10.25 
バッテリー不良 

氷河湖（ピエゾメーター） 水位計 1 地下水位 モデル構築 なし  
堰 水位計 2 水位 モデル構築 2012.3.6-2012.4-12 機材不良 
 濁度計 1 濁度 モデル構築 2012.6.26-7.2 

2012.9.16-10.16 
2013.9.19-10.10 

バッテリー不良 

湿地（ピエゾメーター）1 水位計 1 地下水位 モデル構築 2012.3.6-2012.4.21 機材不良 
湿地（ピエゾメーター）2 水位計 1 地下水位 モデル構築 2012.3.6-2012.4.22 機材不良 
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湿地（ピエゾメーター）3 水位計 1 地下水位 モデル構築 2014/02/05 以降 破損 
湿地（ピエゾメーター）4 水位計 1 地下水位 モデル構築 2012.3.6-2012.4.22 機材不良 
湿地出口水路 水位計 1 水位 モデル構築 2012.3.6-2012.4.21 機材不良 
      

(4) ソンゴ流域 
       

【気象】 
場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 

ボフティラカ集落 気象観測機材一式 1 降水量、気温、湿度、風向、風速、 
日射 

観測データ補足 2013.9.5-2013.10.2 メモリー不足 

      
(5) IHH 

       
【気象】 

場所 機材 数 観測項目 目的 欠測 理由 
IHH 敷地 温湿度計 1 気温、湿度 観測データ補足 なし  
 水温計 3 水温 観測データ補足 なし  
 カメラ 1 植生変化 観測データ補足 なし  
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